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Ｉ
は
じ
め
に
平成元年の交通蛎故死亡者数は二○八六人に上り、ここ数
（１） 
年の増加傾向に変化はない。交通戦争とまでいわれた昭和四四、
（２） 
四五年と比べれば改善されてはいるが、依然として非常に多く
の人々が毎年毎年交通事故によって命を失っていることにはか
わ
り
が
な
い
。
ところで、交通事故が起こる原因としては「人」「道路」「車
（３） 
両」が考堕えられる。それぞれ重大な原因であるが、中でも「人」
（４） 
「道路」の占める割合が高いとい陰えよう。本稿では主要な交通
は
じ
め
に
尾
島
茂
樹
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事故原因と考えられる「人」「道路」に含まれるもののうち危険
（５） 
な「違法駐車車両」をとりあげ、それらをなくするための方策
として、民事責任のあり方を検討したいと考える。
ところで、近時、違法駐車が社会問題化し、道路交通法（以
下、「道交法」という）及び自動車の保管場所の確保等に関する
（６） 
法律（いわゆる車庫法）が一部改正になった。私は、従来の違
法駐車の増加に対しては、道交法・車庫法に問題があるのでは
なく、その運用に問題があるものと考えてきたのであるが、改
正法がいかなる効果を挙げているかは、施行からの日が浅いか、
あるいは施行前であるので、未だ十分な評価はできない。ただ、（７） 
新法も運用の如何では、改正の意義が没却されることとなろう。
また、交通事故に関する訴訟は頻繁に提起されているが、現
実には違法駐車車両をめぐって訴訟で争われることは、交通事
故
に
関
す
る
訴
訟
の
全
体
の
件
数
に
比
べ
れ
ば
極
め
て
少
な
い
と
い
え
る。しかし違法駐車車両をめぐる責任をより多くの事例で問題
にする余地があるのではなかろうか。現実には交通事故現場付
近で違法駐車されている車両が交通事故の原因となっている場
（８） 
（ロも少なからず考些えられる。確かに違法駐車をした者以外の者
の過失も事故の重大な原因とはなるが、違法駐車車両がなけれ
ば当該事故は起こらなかったという場合に、違法駐車をした者
（９） 
が全く雲員任を負わないとすることは妥当ではない。そのような
場合には、違法駐車をした者は、それによって生じた損害を賠
（、）
償する責任を負うといってよい（自動車損害賠償保障法三条、
民法七○九条）。
さらに、違法駐車車両を取り締り、排除する権限を有しなが
ら排除しない者も、一定の条件の下では、違法駐車車両が関係
している事故について責任を負うべきではないだろうか。具体
的には、警察官及び道路管理者である。まず、轡察官には「道
路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため
必要な限度において」違法駐車車両を移動する権限が与えられ
ているが（道路交通法五一条二項）、｜般に、この権限を行使す
るか否かは自由裁量の問題だとされている。しかしながら権限
を行使しないことが裁凧の範囲を超え、他人の利益を侵害し、
違法となることがあることが、認められている。そのような場
合であれば、警察官が不作為によって損害を与えたとして、国
家賠償法一条の責任が認められるのではなかろうか。また、道
路管理者については、違法駐車車両の放置が道路管理の暇疵と
評価されれば、国家賠償法二条の責任が認められることになる
のではなかろうか。
そこで私は以下のような視点から違法駐車車両をめぐる民事
責
任
を
検
討
し
よ
う
と
考
え
る
。
ま
ず
、
違
法
駐
車
を
し
た
者
に
つ
い
て
は、不法行為責任の抑止的機能が注目される。そｊもそも抑止的
機能は、過失責任主義と無過失責任主義との関係で問題とされ
（ｕ） 
る
こ
と
が
多
い
が
、
こ
こ
で
は
、
当
事
者
が
民
事
女
任
を
負
う
こ
と
に
な
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れぱ、その注意の程度が高まり、損害の発生が防止されること、
す
な
わ
ち
、
そ
の
こ
と
が
不
法
行
為
の
抑
止
と
し
て
作
用
す
る
こ
と
に
着
目
し
た
い
。
民
事
責
任
を
課
す
こ
と
が
、
違
法
駐
車
を
し
な
い
た
め
の
動
機
づ
け
と
な
る
こ
と
を
主
張
し
た
い
の
で
あ
る
。
「民事責任と交通事故の抑止」については十数年前に日本交
（、）
通法学今云でとりあげられている。そして、そこで報告された森
島
教
授
は
「
民
事
責
任
の
あ
り
方
に
よ
っ
て
、
交
通
事
故
の
抑
止
の
機
能
を営ませようと考えることは少なくとも後向きではないか、あ
る
い
は
本
末
転
倒
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
事
故
の
抑
止
は刑事罰や行政で十分おやりになって、それにもかかわらず事
故
が
発
生
し
た
場
合
に
は
ど
ん
ど
ん
損
害
賠
償
を
し
て
や
れ
ば
よ
ろ
し
い、民事責任を事故抑止の手段に使うべきではないというのが
（週）
私の結論であります」と主張されている。確かに民事責任と刑
（皿）
事責任の分化は近代法の大きな特徴となっている。しかし、交
通事故においても、制裁的機能とは切り離された、民事文任の
抑
止
的
機
能
を
全
く
否
定
し
て
し
ま
う
必
要
は
な
い
の
で
は
な
か
ろ
（巧）
うか。従来、不法行為の抑止的機能と不法行為の制裁的機能は、特
に慰謝料との関係でひとまとめのものとして論じられることが
（暉）
多かった。しかし、私はそれらが区別されて論じられてもよい
場合があると考える。確かに、制裁的慰謝料（たとえば三倍賠
償
）
を
認
め
る
こ
と
は
、
と
り
も
な
お
さ
す
、
加
害
者
に
制
裁
と
し
て
の
損
害
賠
償
を
負
わ
せ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
そ
し
て
、
そ
の
武
任
を
負
い
た
くない者は、不法行為をしないようになり、抑止的機能も発揮
されることになる。この場合は制裁的機能と抑止的機能が強く
結
び
つ
い
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
通
常
の
損
害
賠
償
で
も
制
裁
と
は
一
応
区
別
し
て
抑
止
的
機
能
の
ゑ
を
考
え
る
こ
と
が
可
能
で
は
な
か
ろ
う
か
。
単
に
賠
償
金
（
お
金
）
を
支
払
い
た
く
な
い
と
い
う
理
由
か
ら
不
法
行
為
を
し
な
い
よ
う
に
気
を
付
け
る
と
い
う
こ
と
が
あ
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
（Ⅳ） 
刑
法
学
者
の
中
に
も
、
過
失
に
対
し
て
は
「
民
小
制
裁
」
を
は
じ
め
と
す
る
刑
罰
以
外
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
方
法
を
開
発
す
べ
き
旨
の
主
張
が
み
（咽）
られ、「近時における交通那故の激増は、過失犯処罰の抑止力に
ふたたび期待をかけざるをえない醜態を招いたともいえるが、
刑
事
責
任
や
行
政
処
分
が
不
法
行
為
の
予
防
に
十
分
に
機
能
を
発
抑
し
て
い
な
い
こ
と
も
、
現
実
で
あ
る
。
か
よ
う
な
事
梢
を
考
え
る
と
、
民
事
責
任
に
も
ｌ
民
嚇
・
刑
撫
峻
別
の
思
想
に
捉
ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
ｌ
予
防
機
能
を
期
待
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
意
味
で
ｌ
澗
整
目
的
に
対
し
て
ば
副
次
的
で
は
あ
る
け
れ
ど
も
ｌ
予
防
機
能
を
不
法
行
為
の
目
的
に
霞
（、）
で高めるべきである」という主張もある。交通珊故においては、
他
の
場
合
、
た
と
え
ば
運
転
中
の
衝
突
を
避
け
る
た
め
に
民
酬
武
任
を
使
う
よ
う
な
場
合
に
比
べ
て
も
、
違
法
駐
車
を
さ
せ
な
い
た
め
に
民
蛎
資
任
を
使
う
場
合
に
は
、
事
故
抑
止
に
対
し
て
格
段
に
効
果
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
（
迎
転
中
の
衝
突
を
完
全
に
防
ぐ
た
め
に
は
述
転
自
体
567 
研究ノ 卜
を
や
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
違
法
駐
車
は
運
転
者
が
意
図
的
に
す
る
も
の
だ
か
ら
、
し
な
け
れ
ば
よ
い
の
で
あ
る
）
。
次
に
、
警
察
官
・
道
路
管
理
者
に
つ
い
て
は
、
「
違
法
状
態
」
を
嫌
う
行
政
の
姿
勢
が
注
目
さ
れ
よ
う
。
後
で
ふ
る
よ
う
に
、
危
険
な
違
法
駐
車
を
排
除
し
な
い
こ
と
が
違
法
だ
と
評
価
さ
れ
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
警
察
と
し
て
も
取
締
り
を
行
わ
な
い
わ
け
に
は
い
か
な
く
な
り
、
逆
に
、
住
民
・
業
者
と
の
摩
擦
等
を
考
慮
し
て
違
法
駐
車
を
知
り
つ
つ
取
締
り
を
行
わ
な
か
っ
た
の
で
あ
れ
ば
、
取
締
り
に
対
す
る
大
義
名
分
が
得
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
行
政
に
不
法
行
為
責
任
（
国
家
賠
償
責
任
）
を
課
し
、
不
法
行
為
を
防
ご
う
と
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
も
一
種
の
「
不
法
行
為
責
任
の
（卯）
抑
止
的
機
能
」
と
呼
べ
よ
う
か
。
（、）
そ
こ
で
、
先
に
あ
げ
た
三
者
（
運
転
者
、
警
察
官
、
道
路
管
理
者
）
に
つ
い
て
、
以
下
の
順
序
で
考
察
を
進
め
て
行
く
こ
と
と
す
る
。
第
一
に
、
違
法
駐
車
車
両
の
運
転
者
が
ど
の
よ
う
な
責
任
を
負
う
の
か
を
検
討
す
る
。
そ
の
際
に
は
、
駐
車
に
類
似
す
る
停
車
の
事
例
で
の
運
転
者
の
責
任
も
あ
わ
せ
て
参
照
す
る
。
第
二
に
、
警
察
官
の
責
任
に
つ
い
て
国
家
賠
償
法
一
条
の
視
点
か
ら
、
第
三
に
、
道
路
管
理
者
の
責
任
に
つ
い
て
国
家
賠
償
法
二
条
の
視
点
か
ら
検
討
す
る
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
現
在
ま
で
ほ
と
ん
ど
判
例
が
な
い
。
そ
こ
で
、
共
通
点
の
あ
る
類
似
の
事
例
の
判
例
を
参
考
と
し
な
が
ら
議
論
を
す
す
め
よ
う
。
こ
れ
ら
の
者
に
損
害
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
不
法
行
為
責
任
の
抑
止
的
機
能
か
ら
危
（理）
険
な
違
法
駐
車
車
両
が
減
少
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
運
転
者
、
警
察
官
、
道
路
管
理
者
と
い
う
三
者
に
対
し
て
危
険
な
違
法
駐
車
を
な
く
す
る
動
機
づけをするための問題提起をしようというのが、本稿の目的で
ある。
《注
（
１
）
西
田
泰
「
最
近
の
交
通
事
故
の
状
況
」
ジ
ュ
リ
九
○
五
号
二
四
頁
（昭和六三年）。総務庁編『交通安全白書（平成元年版）」
（平成二年・大蔵省印刷局）六頁。
（
２
）
総
務
庁
編
・
前
掲
注
（
１
）
六
頁
の
一
図
参
照
。
ち
な
み
に
昭
和
四
五
年
の
死
亡
者
数
は
一
六
七
六
五
人
で
あ
る
。
（３）総務庁編『交通安全白書（昭和六三年版）』（昭和六一一一年。
大
蔵
省
印
刷
局
）
六
一
頁
以
下
。
（
４
）
同
前
の
三
一
図
に
よ
れ
ば
、
「
イ
ギ
リ
ス
の
研
究
分
析
」
で
は
あ
る
が、人は八一一一・八パーセント、道路は一一一一・一一一パーセント
と
な
っ
て
い
る
。
（
５
）
適
法
駐
車
に
関
し
て
は
、
本
稿
が
「
危
険
な
駐
車
」
を
検
討
課
題
と
す
る
の
で
、
問
題
と
な
ら
な
い
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
適
法
駐
車
は
、
常に危険でないからである（道路交通法四七条二項参照）。
さ
ら
に
、
理
論
的
に
は
、
「
違
法
停
車
車
両
」
に
つ
い
て
も
同
様
の
問
題
を
論
ず
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
が
、
後
に
ふ
る
警
察
官
及
び
道
路
管
理
者
の
責
任
に
関
し
、
「
（
時
間
的
）
不
可
抗
力
」
と
の
関
係
で
責
任
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合
の
検
討
が
必
須
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
の
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で、本稿では「違法停車車両」は対象外とした。
（
６
）
そ
れ
ぞ
れ
の
改
正
に
関
す
る
文
献
は
多
い
が
灸
さ
し
あ
た
り
、
阿
部泰隆「駐車違反対策と道交法・車庫法の改正（上）（下ヒ
ジュリ九六一一号一○七頁、九六一一一号一○二頁（平成一一年）、
宮越極「道路交通法の一部を改正する法律について（上）
（中）（下）」警察学論集四三巻九号一一一九頁、一○号六四頁、
一一号七二頁（平成二年）、東川一「自動車の保管場所の確
保等に関する法律の一部改正について（｜）（一一）（三）（四。
完）」警察学論集四一一一巻一○号一一一一頁、一一号六一一頁、一二
号七八頁、四四巻一号一○五頁（平成二年～｜｜｜年）参照。
（
７
）
警
察
庁
の
ま
と
め
で
、
改
正
道
交
法
施
行
直
後
の
平
成
三
年
一
月
中
の
全
国
の
駐
車
違
反
の
検
挙
数
は
一
七
一
七
○
○
件
で
あ
り
、
こ
れは昨年の同期より九・五．〈１セントの増加である、とい
う新聞報道がある（中日新聞平成三年一一一月一一日夕刊八
（８）駐車車両に起因する事故の増加が、今回の道交法。車庫
法の改正の一つの理由とされている（宮越極・前掲注（６）
（上）四三巻九号四○頁以下、東川一・前掲注（６）（一）
四三巻一○号一一一七頁）。
（９）自動車運転者向けの実務雑誌においても、判例を通じて
危険駐車の民事責任の紹介を行い、啓蒙をしている（「問わ
れる危険駐車の責任」］シ司三シ日向二八巻一一号二一一一頁（平
面）。
成二年）。また、近時、違法駐車車両によって事故が生じた
場合に、当該車両の運転者に刑事責任（業務上過失致死傷
罪）を課すことを検討する考え方が実務で存在する。
（
、
）
以
下
で
は
、
「
不
法
行
為
の
抑
止
的
効
果
」
に
よ
っ
て
危
険
な
違
法
駐車をなくすることを中心に考えるため、保険で填補され
る
自
動
車
損
害
賠
償
保
障
法
三
条
の
武
任
は
、
一
応
、
検
討
の
範
囲
外とするが、私は、損害が保険で填補される場合にも一定
の
抑
止
的
効
果
が
得
ら
れ
る
と
考
え
て
い
る
。
こ
の
問
題
は
、
今
後
の
検
討
課
題
と
し
た
い
。
注
（
皿
）
も
参
照
。
（
ｕ
）
山
田
卓
生
「
過
失
立
任
と
無
過
失
責
任
」
有
泉
亨
監
修
・
編
『
現
代
損
害
賠
償
法
講
座
１
』
（
昭
和
五
一
年
・
日
本
評
論
社
）
六
五
頁
、
九二頁以下、四宮和夫『事務管理・不当利得・不法行為（中里
（昭和五八年・青林洲院新社）一一一六五頁、加藤一郎『不法
行
為
（
増
補
版
逗
（
昭
和
四
九
年
・
有
斐
閣
）
二
七
頁
以
下
、
幾
代
通『不法行為」（昭和五二年・筑摩詞房）一一一頁以下、加藤一
郎
編
『
注
釈
民
法
（
凹
匡
（
昭
和
四
○
年
。
有
斐
閣
）
六
頁
以
下
、
一二頁（加藤一郎執筆）。
（
、
）
森
島
昭
夫
「
民
猟
尚
任
と
交
通
蛎
故
の
抑
止
」
交
通
法
研
究
二
号
二一頁（昭和四七年）。
（
Ⅲ
）
同
前
三
六
頁
。
（
ｕ
）
加
藤
一
郎
・
前
掲
注
（
ｕ
）
一
頁
参
照
。
な
お
、
山
中
康
雄
「
刑
事
責
任
と
比
較
し
て
み
た
不
法
行
為
責
任
論
畠
損
害
賠
償
尚
任
の
研
569 
究（我妻還暦）』（昭和一一三年・有斐閣）五頁参照。
（通）浜田宏一「損害賠償の経済分析」（昭和五二年・東京大学
トノ
出版会）七○頁以下、林田清明「事故の抑止と交通事故に
究
おける損害賠償」判夕六五四号五二頁（昭和六一一一年）参照。
研
（
妬
）
戎
能
通
孝
「
不
法
行
為
に
於
け
る
無
形
損
害
の
賠
償
請
求
権
」
法
協五○巻二号二一○頁、一一一号四九八頁（昭和七年）、一一一島宗
彦
「
損
害
賠
償
と
抑
制
的
機
能
」
立
命
館
法
学
一
○
五
Ⅱ
一
○
六
号
六六六頁、一○八Ⅱ’○九号一一二頁（昭和四七～四八年）。
な
お
、
注
（
、
）
に
掲
げ
た
文
献
の
う
ち
、
一
応
区
別
し
て
論
ず
る
も
の
と
し
て
、
山
田
卓
生
・
前
掲
注
（
ｕ
）
六
五
頁
、
四
宮
和
夫
・
前掲注（ｕ）二六五頁以下。
（
Ⅳ
）
こ
こ
で
使
わ
れ
て
い
る
「
民
事
制
裁
」
と
い
う
言
葉
は
、
上
で
述
べ
て
き
た
「
制
裁
」
と
は
違
い
、
広
い
意
味
で
の
「
民
事
責
任
」
と
い
う
意
味
で
あ
ろ
う
。
（岨）田宮裕「過失に対する刑法の機能」「過失犯（１）（日仲
還暦）」（昭和四一年・有斐閣）’一一四六頁。
（四）四宮和夫・前掲注（、）二六六頁。
（別）最一小判昭和六一年一一月二七日民集四○巻一号一一一四頁
（いわゆる「．〈トヵー追跡事件」）に関して、公務員の職務
が
「
確
か
に
、
違
法
と
い
う
『
否
定
的
』
評
価
を
う
け
る
と
職
務
遂
行
に
支
障
が
生
じ
る
と
い
う
危
倶
に
は
理
由
が
な
い
わ
け
で
は
な
い。しかし、当該公務員個人に非があったかどうかを明ら
か
に
す
る
の
が
国
家
賠
償
訴
訟
の
の
目
的
で
は
な
い
こ
と
を
、
原
告
・
被
告
・
裁
判
所
が
確
認
し
て
い
れ
ば
そ
の
よ
う
な
弊
害
は
生
じ
ないというべきであろう」（高木光「国家賠償における『行
為
規
範
」
と
「
行
為
不
法
論
芒
石
田
・
西
原
・
高
木
三
先
生
還
暦
記
念
論
文
集
刊
行
委
員
会
編
『
損
害
賠
償
法
の
課
題
と
展
望
（
石
田
・
西原・高木還暦（中）崖（平成二年・日本評論社）一五九頁）
と
い
う
主
張
が
あ
る
。
コ
ト
カ
ー
追
跡
」
の
事
例
で
は
、
職
務
行
為
を
違
法
だ
と
評
価
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
職
務
が
萎
縮
す
る
と
い
う
こ
と
が
考
え
ら
れ
よ
う
が
、
違
法
駐
車
を
取
り
締
ら
な
い
こ
と
が
迪
法
だ
と
評
価
さ
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
取
締
り
が
促
進
さ
れ
る
こ
と
は
あ
っ
て
も
（
「
行
政
管
理
」
は
強
化
さ
れ
る
と
い
う
「
副
作
用
」
が
あ
る
に
し
て
も
）
、
萎
縮
す
る
こ
と
は
な
い
と
い
え
よ
う
。
そ
の
意
味
で
国
家
賠
悩
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
例
が
減
少
す
る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
不
法
行
為
が
抑
止
さ
れ
る
と
考
え
る
の
で
あ
る
。
（
Ⅲ
）
瀞
察
官
及
び
道
路
管
理
者
の
不
作
為
に
よ
る
責
任
が
認
め
ら
れ
る
場
合
の
具
体
的
な
損
害
賠
償
義
務
者
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
考
察のところで検討する。
（
皿
）
損
害
賠
償
支
任
が
保
険
や
基
金
制
度
と
結
合
す
る
場
合
に
は
（
自
賠
責
保
険
、
道
路
賠
償
責
任
保
険
。
道
路
賠
償
責
任
保
険
制
度
に
つ
い
て
は
、
古
崎
慶
長
「
道
路
賠
償
責
任
保
険
に
つ
い
て
」
不
法
行
為
法研究会編『交通事故賠償の現状と課題宍昭和五四年・ぎよ
う
せ
い
）
三
九
八
頁
以
下
、
同
「
公
共
施
設
の
暇
疵
を
め
ぐ
る
国
家
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駐車車両運転者の七○九条資任を考える場合も、基本的に、
不法行為責任を検討するのと何らかわるところがない。具体的
梶駐車車両と七○九条の責任を検討する場合には「過失」「違
（１） 
法性」「因果関係」等は以下のとおりに考鰐えられよう。
まず、「過失」の内容は、当該違法駐車車両が事故の原因とな
ることについて予見可能であるにもかかわらず、それを予見せ
ず（予見義務違反）、違法駐車をしたこと（回避義務違反）であ
る。具体的にいえば、ある場所に違法駐車をすれば、それに後
続車両が衝突する可能性があること、あるいはそれを避けよう
賠償責任」鈴木忠一ほか監修『新・実務民事訴訟講座６』
（昭和五八年・日本評論社）一四四頁以下参照）損害予防
の効果は減殺されることになるが（小林秀之Ⅱ神田秀樹
『「法と経済学」入門』（昭和六一年・弘文堂）’一一頁以下
は、被害者への損害賠償が保険によってなされる場合には、
過失責任主義によって交通事故の減少・軽減を図るのは現
実離れしているとする）、通常人は、たとえ保険で填補され
るにせよ、一損害賠償義務を負うこと自体を避けようとする
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
違法駐車車両運転者の責任
ｌ
民
法
七
○
九
条
の
責
任
Ｉ
として対向車線に出なければならず事故の生ずる危険があるこ
と、あるいはその陰から人が道路を横断しようとしたときに危
険であることなどを予見する可能性があるにもかかわらず、そ
れを予見せず、あるいは予見したが覗故は生じないと思って違
法駐車をした場合には、過失が存在するといえよう。
「違法性」の存否は以下のように考えられよう。従来の通説
によれば、違法性の有無を判断するにあたっては、被侵害利益
の種類・性質と侵害行為の態様とを相関的に衡批して決すべき
（２） 
ものとされる（相関関係説）。交通事故で問題となる被侵害利益
のうち重要なものは生命・身体である。これらの利益は何をお
いても保護されるべきだと考えてよい。これに対して、本稿が
問題とする侵害行為（駐車）の態様は多様である。まず…適法
駐車は、たとえその自動車が一因となって小故が生じたとして
も、巡転車の侵害行為の態様としては違法性はないと考える。
（３） 
前にも触れたように、適法駐車は安全なものであることが前提
とされているからである（道交法四七条二項参照）。したがって、
たとえ駐車禁止の規制がなされていない場所の駐車であっても
危険な駐車は違法駐車である。他方、述法駐車の中でも、たと
えば道路の中央付近に長時間自動車が放個してある場合には、
違法性は極めて高いものとなろう。侵害行為の態様を考えると（４） 
きに、取締り法規違反が一つの要素となるとの考え方が強いが、
違法駐車がされていれば、侵害行為の態様の評価としては悪質
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な
も
の
と
考
え
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
。
｜
方
で
被
侵
害
利
益が生命・身体であり、他方で侵害行為が取締り法規違反であ
ることを考えれば、不法行為責任に関しても違法性は高いとい
え
よ
う
。
「因果関係」に関して、相当因果関係の存在が必要である。
私は以前に、判例の分析を通じて、駐車車両の運行供用者責任
（５） 
を検討したことがある。そこでの検討内容は主に自賠法三条の
「運行によって」についてであったが、民法七○九条の不法行
為責任を考える上でも特に運行「によって」についての議論が
七○九条の相当因果関係を検討する上で参考になるものと思わ
れ
る
。
そ
こ
で
以
下
に
、
駐
車
車
両
、
及
び
そ
こ
で
の
議
論
の
参
考
と
な
り得る停車車両の運行供用者責任についての議論を簡単に紹介
し、次に七○九条に基づく違法駐車車両の運転者の責任を検討
する。まず、駐停車車両が関係する事故は、以下の三つに類型化が
（６） 
可能である。すなわち、｜駐停車車両に自動車が衝突した場
合」一駐停車車両を避けようとした自動車が対向車等と衝突
し
た
場
合
三
駐
停
車
車
両
に
よ
っ
て
見
通
し
が
悪
く
な
り
、
そ
れ
が
原
因
と
た
っ
て
事
故
が
発
生
し
た
場
合
で
あ
る
。
そ
し
て
、
順
を
追
う
に従って駐停車と事故の因果関係が不明瞭となっていくが、い
ずれの場合も具体的な駐停車の態様から、その危険性・原因性
の
程
度
を
確
定
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
危
険
性
・
原
因
性
が
一
定
の
レベルに達したと考えられれば、相当因果関係をみとめて差し
（７） 
支えないと考鯵える。そして、七○九条の責任の相当因果関係を
検討する場合にも、自賠法三条について考察したところが、そ
の
ま
ま
妥
当
し
よ
う
。
ただし、ここで一つ問題提起をしたいと思う。私は、違法駐
車
車
両
が
原
因
と
な
っ
て
事
故
が
発
生
し
た
場
合
の
違
法
駐
車
側
の
過
失
割合の認定が不当に低いものに抑えられているように思う。確
かに、従来、違法駐車車両の辿転者の過失に比べて他の原因者
の
過
失
が
格
段
に
大
き
い
と
し
て
、
違
法
駐
車
車
両
の
運
転
者
の
責
任
自
体が認められないという場合が多かったにもかかわらず、近時、
違
法
駐
車
車
両
の
責
任
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
こ
と
は
重
要
（８） 
で
あ
る
。
し
か
し
、
違
法
駐
車
が
即
、
事
故
に
対
す
る
過
失
、
あ
る
い
は
大
き
い
過
失
と
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
な
い
に
し
て
も
、
取
締
り
の
目
的
（９） 
は
何
で
あ
れ
、
取
締
り
法
規
違
反
の
行
為
で
あ
る
点
が
も
う
少
し
強
調
し
て評価されてもよいのではないかと思う。
違法駐車には、行政処分、罰金あるいは交通反則金が課され
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
現
在
そ
れ
ら
が
十
分
に
機
能
し
て
い
る
と
は
（、）
いい難い状況にある。取締り件数としては、平成一九年では、駐
停車違反は最高速度違反（’一一○・四パーセント）についで第二
（ｕ） 
位（二六・五パーセント）の件数にのぼっているが、いまだ十
分
と
は
い
え
な
い
と
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
自
動
車
の
保
管
場
所
の
確
保
等
（、）
に
関
す
る
法
律
五
条
、
八
条
は
機
能
し
て
こ
な
か
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
。
572 
違法駐車車両に起因する交通事故の民事責任（尾島）
そこで、運転者に対する何らかの代替的な違法駐車抑止手段が
必
要
と
な
る
の
だ
が
、
以
上
の
よ
う
に
、
違
法
駐
車
車
両
を
一
因
と
す
る
事故につきその運転車が負うべき不法行為責任が強化されれ
ば、それが動機づけとなって違法駐車が減少し、違法駐車に基
づく蝋故も減少することになろう。
》江
（１）「過失」「違法性」「権利侵害」「因果関係」については、
周知のごとく活発な議論がなされてきた。しかし本稿では
それらの議論に立ち入ることはせず、違法駐車車両の運転
者に不法行為責任を負わせる場合に、それらをどのように
考えることができるか、という視点から判例。多数説を総
合して述べていく。なお、これらの議論を整理した近時の
文献として、たとえば、森島昭夫『不法行為法講義』（昭和
六一一年・有斐閣）一七○頁以下、二七一一一頁以下。
（２）加藤一郎編『注釈民法（四］二八頁以下（加藤一郎執筆）。
（３）一注（５）参照。
（４）加藤一郎編・前掲注（２）三四頁参照。
（５）尾島茂樹「荷降ろし作業中の事故と自賠法三条の『運行
によって』」法政論集（名古屋大学）一一一八号二七七頁以下
（平成元年）。
（６）同前二九四頁以下の表参照。
（７）詳しくは、同前一一八八頁以下参照。
（８）同前一一九四頁以下の表参照。その後の判例として、大阪
地判昭和六二年八月一一七日交民集二○巻四号一一○八頁
（道路左側に停止していた大型貨物自動車に普通貨物自動
車が暴走・追突した事例。追突車が酒気帯の上、暴走して
いたので、停車車両の責任はなし）、東京地判昭和六一一年一
一一月一一五日交民集二○巻六号一六一一一一一頁（駐車禁止区域の
第一車線で、横断歩道から五メートル以内に駐車していた
自動車に、自転車の後部荷台に乗っていた者の足が接触し、
その者が転落、第二車線を走行中の自動車にひかれて死亡
した蛎例。駐車車両に自賠法三条ただし識きの免貨が認め
られなかった）、大阪地判昭和六一一一年一月一一八日交民集一一一
巻一号一一一二頁（駐車禁止場所に二重に駐車した普通貨物
自動車にスクーターが追突した事例。駐車車両側の過失割
合は二○パーセント）、東京地判昭和六一一一年一○月二八日交
民集一一一巻五号二一八頁（駐車禁止の道路左側に駐車中
の普通乗用自動車に普通乗用自動車が追突した事例。駐車
車両には追突の予見義務なし）、横浜地判平成二年一一一月二七
日判時一一一一六五号一○○頁（駐車禁止の道路に夜間駐噸中
の大型クレーン車に自動二輪車が追突した事例。駐車車両
側の過失割合は四○．ハーセント）がある。
（
９
）
た
と
え
ば
、
都
市
部
に
お
け
る
ほ
ぼ
全
面
的
な
駐
車
規
制
の
理
由
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と
し
て
「
不
要
不
急
車
両
の
流
入
を
可
能
な
限
り
抑
制
す
る
と
と
も
に、走行スペースを確保する」（山田晋作「交通問題と警察
活動」ジュリ九○六号一一一四頁（昭和六三年））ことが考えら
れるが、道交法四四条各号に掲げられたものは、道路にお
ける危険を防止するという目的から定められたと考えられ
る。
（Ⅷ）それらが機能しにくい理由として、立証の困難性が挙げ
ら
れ
る
。
詳
し
く
は
、
阿
部
泰
隆
「
駐
車
違
反
対
策
と
道
交
法
・
車
庫法の改正（上）」ジュリ九六二号一○九頁以下。
（、）総務庁編『交通安全白書〔平成二年版］（平成二年。大
蔵省印刷局）三四一一一頁八七図参照。駐停車違反の取締り件
数の割合は近年増加の傾向にある。
（、）詳しくは、阿部泰隆・前掲注（、）二一頁以下。
三
警
察
官
の
責
任
１
国
賠
法
一
条
の
責
任
ｌ
（１） 
道交法五一条一項は、警察官等（以下、単に「警察官」とい
う）が違法駐車車両の運転鴦壼（以下、単に「運転者」という）
に対して当該車両の駐車方法の変更または移動を命ずることが
できると規定し、同条二項は、運転者が直ちにその命令に従う
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
警
察
官
は
「
道
路
に
お
け
る危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要な限
度において、当該車両の駐車の方法を変更し、又は当該車両を
移動することができる」と規定し、同条三項は、一項の場合に
おいて、現場に迎転者がいないため命令ができないときには、
違法駐車であることを示す標章を駐車車両に取り付けることが
できると規定している。いうまでもなく、右の三つの条項は警
察官の義務を規定しているのではなく、権限を規定するもので
ある。条文の形式上は、瀞察官は、道交法五一条一項の命令を
発する義務はなく、同条二項の移動をなす義務はなく、同条一一一
項の標章を取り付ける義務はない。いわゆる自由裁量によって
行為を行う権限が与えられているにすぎないからである。しか
しその権限を行使しないことが損害賠償世任を負う根拠として
認められてよい場合があるのではないだろうか。
この問題が争点となった最高裁判例はみあたらない。しかし、
（３） 
野察官の不作為による損害賠償が問題となった最高裁判例が存
（４） 
在するので、参考となろう。
［事実］事実はやや複雑であるので、本稿に関連する範囲で
簡略化して記すことにする。訴外Ａがナイフを持ってスナック
で
あ
ば
れ
る
の
で
、
ス
ナ
ッ
ク
の
支
配
人
Ｘ
と
Ｂ
は
、
Ａ
か
ら
ナ
イ
フ
を
取り上げた上、Ａを警察署に連れて行き、警察官にＡを引き渡
①最三小判昭和五七年一月一九日民災一一一六巻一号一九頁
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し、ナイフも警察官に渡した。警察官は、Ａについて十分な取
調べを行わないまま、ナイフを持たせてＡを帰宅させた。Ａは
響
察
署
か
ら
の
帰
り
に
再
び
ス
ナ
ッ
ク
付
近
に
立
ち
寄
り
、
飲
酒
を
し
た
が
、
そ
の
際
Ｘ
に
ナ
イ
フ
で
切
り
つ
け
重
傷
を
負
わ
せ
た
。
そ
こ
で
、
Ｘ
は、警察官がＡを逮捕しナイフを領置するか、Ａを保護するべ
く引取りの手配をすることなく、ナイフを所持させたまま帰宅
させたことは、響察官の職務に違反し違法であるとして、Ｙに
対し国家賠償法一条一項に基づく損害賠償を求めた。
第
一
審
は
、
響
察
官
に
ナ
イ
フ
を
一
時
保
管
す
べ
き
義
務
に
つ
い
て
の
違反はあるが、それとＸの傷害の間に因果関係がない、として、
Ｘの請求を棄却した。
第
二
審
は
、
辮
察
官
が
ナ
イ
フ
を
一
時
保
管
し
な
か
っ
た
の
は
違
法
で
あり、瞥察官とＸの傷害の間には相当因果関係がある、として、
国家賠償法一条一項により、Ｘの請求を一部認容した。Ｙが上
上ロｏ［判旨］上告棄却。ナイフを一時保管しなかったことは、銃
刀法一一四条の一一第二項に違反しており違法である。．また、盤察
官の違法行為とＸの損害の間には相当因果関係がある。
［事実］この事件もやや複雑である。そこで行政の責任に関
す
る
限
り
で
事
実
を
述
べ
る
。
第
二
次
世
界
大
戦
の
終
結
に
伴
い
旧
日
本
②最二小判昭和五九年一一一月一一一一一日民集一一一八巻五号四七五頁
以
上
の
二
つ
の
最
高
裁
判
決
に
よ
れ
ば
、
一
定
の
条
件
の
も
と
で
、
蓉
察
官
は
、
自
己
の
有
し
て
い
る
権
限
を
行
使
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
義
務
（５） 
を
負
う
と
い
う
こ
と
を
判
例
が
認
め
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
他
方
、
学
説
に
お
い
て
も
、
務
察
官
の
違
法
駐
車
取
締
り
に
関
す
る
国
家
賠
償
蔵
任
に
つ
い
て
直
接
論
ず
る
も
の
は
な
い
が
、
国
家
賠
償
に
つ
い
陸軍が投棄した砲弾が多数海岸に打ち上げられていたが、海水
浴にきていた中学生が焚火をしていたところ、その砲弾が爆発
し、中学生らが死亡・傷害を負った。そこで、死亡した中学生
の両親及び傷害を負った中学生とその母親（Ｘら）が警察官の
責任を追求し、国家賠償法一条に基づいてＹに対し損害賠償の
訴えを起こした。
第一審・第二審は、Ｙの澁任を認容した。Ｙが上告。
［判旨］上告棄却。瞥察官は、警察法二条により、個人の生
命、身体、財産の保証に任じられるので、それらに危険を及ぼ
す虞がある場合には、瀞察官職務執行法四条一項により、危険
を防止する措世を命じ、または自ら措置をとることができる。
これは、権限である。しかし、人身事故の危険が存在しており、
具
体
的
に
そ
の
危
険
が
予
測
さ
れ
、
そ
の
危
険
が
継
続
し
て
い
て
、
住
民
が
そ
の
危
険
を
取
り
除
く
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
は
、
警
察
官
が
権
限
を
適
切
に
行
使
し
、
人
身
事
故
の
発
生
を
未
然
に
防
止
す
る
こ
と
は
、
警
察
官
の
職
務
上
の
義
務
で
も
あ
る
。
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て
は
以
下
の
よ
う
な
議
論
が
あ
る
。
国
賠
法
一
条
一
項
は
「
国
又
は
公
共
団
体
の
公
権
力
の
行
使
に
当
た
る
公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によって違
法
に
他
人
に
損
害
を
加
え
た
と
き
は
、
国
又
は
公
共
団
体
が
、
こ
れ
を
賠
（６） 
償
す
る
責
に
任
ず
る
」
と
規
定
す
る
。
そ
こ
で
、
ま
ず
警
察
官
の
行
為
が
「
公
権
力
の
行
使
」
に
あ
た
る
か
否
か
が
問
題
と
さ
れ
る
。
公
権
力
の
行
使
の
意
義
に
つ
い
て
は
、
従
来
、
権
力
作
用
の
糸
と
す
る
狭
義
説
、
そ
れ
に非権力的公行政作用を加える広義説、さらに一切の私経済的
作
用
を
加
え
る
最
広
義
説
と
い
う
三
つ
の
学
説
の
対
立
が
存
在
し
て
（７） 
い
る
。
だ
が
、
本
稿
で
は
警
察
官
の
取
締
り
行
為
を
問
題
と
し
て
お
り
、
そ
れ
は
権
力
作
用
で
あ
る
か
ら
、
ど
の
説
を
採
ろ
う
と
も
「
公
権
力
の
行
使
」
で
あ
る
と
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
こ
の
点
は
こ
れ
以
上
立
ち
入
（８） 
る必要がないと思われる。
次
に
、
本
条
項
の
「
公
権
力
の
行
使
」
と
し
て
の
加
害
行
為
に
は
作
為（９） 
の承ならず不作為も含まれることが、従来から認められている。
国
賠
法
一
条
に
お
け
る
「
不
作
為
」
の
概
念
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
に
は
国・地方公共団体が法的作為義務を負っているにもかかわらず、
（、）
作為をしないことを意味すると解される。目玉体的には作為義務
の
内
容
が
問
題
と
な
る
。
公
務
員
の
不
作
為
に
よ
る
損
害
賠
償
責
任
に
っ（ｕ） 
いては、作為義務に着目して以下のような分類がなされている。
一
公
務
員
の
作
為
義
務
が
、
法
令
の
明
文
を
も
っ
て
規
定
さ
れ
て
い
る
か
、
法
令
の
解
釈
に
よ
っ
て
一
義
的
に
決
ま
る
場
合
二
法
令
に
よ
っ
て公務員に権限が与えられてはいるが、その権限行使が公務員
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
場
合
三
公
務
員
の
作
為
権
限
が
、
法
令
によって具体的に規定されていない場合。本稿で問題としてい
る、警察官の違法駐車車両に対する権限は二に該当している。
また他に、「危険責任論的アプローチと危険管理責任論的アプ
ローチの対比による国家責任の構造の解明という目的」から、
国
の
不
作
為
を
「
直
接
打
撃
型
の
タ
イ
プ
」
と
「
危
険
管
理
責
任
型
の
夕
（、）
イブ」に区別するものがある。この説によれば、後者は「損害
の
直
接
の
原
因
は
、
自
然
現
象
や
第
三
者
の
作
為
な
ど
に
あ
っ
て
、
国
が
損
害
の
発
生
を
防
止
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
場
合
」
で
あ
る
と
（咽）
さ
れ
、
本
稿
で
の
問
題
は
こ
れ
に
あ
た
る
こ
と
に
な
る
。
いずれの分類をしようとし、警察官の武任を認めるためには、
具
体
的
に
は
警
察
官
に
違
法
駐
車
車
両
を
移
動
す
べ
き
作
為
義
務
を
認
め
、
そ
の
義
務
に
違
反
し
て
警
察
官
が
何
も
し
な
か
っ
た
、
と
い
う
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
そ
れ
で
は
い
か
な
る
場
合
に
、
警
察
官
に
そ
の
よ
う
な
（Ｍ） 
作
為
義
務
が
認
め
ら
れ
、
そ
の
不
作
為
が
違
法
と
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
前
に
も
述
べ
た
と
お
り
、
条
文
上
は
、
警
察
官
が
違
法
駐
車
車
両
に
対
して有するものは自由裁量による権限であって義務ではない。
そ
こ
で
、
伝
統
的
行
政
法
理
論
で
は
、
権
限
を
行
使
す
る
か
否
か
は
あ
く
ま
で
警
察
官
の
自
由
で
あ
っ
て
、
そ
の
不
作
為
は
不
当
と
な
る
こ
と
は（巧）
あっても違法（作為義務違反）になることばない、とされてきた。
この考え方によれば、作為義務を負うことがないのであるから、
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当
然
そ
の
違
反
を
犯
す
こ
と
も
な
く
、
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
こ
と
も
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
近
時
は
こ
の
自
由
裁
量
論
に
よ
っ
て
も
、
不
作
為
が
著
し
く
不
合
理
で
あ
る
場
合
に
は
、
行
政
訴
訟
に
お
い
て
行
政
行
為
と
し
て
違
法
と
な
る
こ
と
が
、
条
文
上
、
認
め
ら
れ
て
い
る
（
行
政
事
件
訴
訟
法
（通）
’二○条参照）。不作為が著しく不合理である場合には、損害賠償
訴
訟
に
お
い
て
も
作
為
義
務
違
反
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
いか。これ
に
対
し
て
、
作
為
義
務
を
明
定
し
た
法
令
の
規
定
が
な
い
場
合
の
作
為
義
務
の
存
否
に
つ
き
、
一
不
作
為
の
と
き
に
危
険
な
状
態
に
あ
っ
た
こ
と
二
作
為
に
出
る
こ
と
に
よ
っ
て
結
果
の
発
生
を
防
止
で
き
た
こ
と
三
被
害
者
が
作
為
を
期
待
し
信
頼
し
う
る
事
情
に
あ
っ
た
こ
と
（、）
を
あ
げ
る
も
の
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
「
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
警
察
行
政
庁
が
取
締
権
限
を
発
動
す
る
か
ど
う
か
の
決
定
は
伝
統
的
に
行
政
裁
量
に
属
す
る
と
す
る
の
を
原
則
と
し
て
き
た
が
、
一
九
二
○
年
代
以
降
の
一
連
の
司
法
裁
判
所
の
判
決
に
よ
っ
て
一
定
限
度
以
上
の
危
険
に
対
し
て
は
警
察
行
政
庁
に
取
締
権
限
を
行
使
す
る
義
務
が
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
、
こ
の
義
務
に
違
反
す
る
行
政
庁
の
不
作
為
は
違
法
な
も
の
と
さ
れ
て
、
こ
れ
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け
た
国
民
に
は
国
が
損
害
賠
償
の
責
任
を
負
う
こ
と
が
（嘔）
認
め
ら
れ
て
き
た
」
。
「
こ
の
よ
う
に
、
判
例
上
に
い
わ
ゆ
る
『
裁
凧
権
の
収
縮
の
理
論
』
が
確
立
さ
れ
た
こ
と
は
、
在
来
の
自
由
裁
量
の
法
理
に
重
（四）
大な影響
を与
腸え
ざる
をえ
ない
」と
いう
指摘
をし
た上
で、
日本
法
（卯）
に
も
そ
れ
を
適
用
す
る
考
え
方
が
あ
る
。
こ
の
裁
量
収
縮
論
を
採
用
す
る
（、）
（犯）
わが国の判決例ｊも存在するが、有力な反対説Ｊもある。
（羽）
ま
た
、
判
例
理
論
の
分
析
か
ら
、
「
裁
型
権
の
不
行
使
の
場
合
に
は
、
そ
の行使の場合と同様に、『著しく合理性を欠く』かどうかという
観
点
か
ら
、
統
一
的
理
解
を
す
る
こ
と
が
で
き
、
不
行
使
が
具
体
的
事
情
から『著しく合理性を欠く』場合には、行使すべき義務（作為
（”） 
義務）が一目定されると解することができる」とするｊものがある。
（顕）
さらに、同様に判例理論を検討し、最三判昭和四六年一一月一一一
（配）
○
日
を
境
に
前
期
、
後
期
に
区
別
し
、
「
判
例
法
は
、
そ
の
前
期
で
は
、
反
射
的
利
益
も
し
く
は
自
由
裁
量
を
理
由
に
、
公
務
員
の
不
作
為
を
問
責
で
き
な
い
と
し
た
が
、
そ
の
後
期
で
は
、
裁
量
権
の
不
行
使
が
『
著
し
く
合
理
性
を
欠
く
』
か
ど
う
か
で
権
限
不
行
使
の
違
法
性
の
有
無
を
判
断
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
一
差
し
迫
っ
た
生
命
、
身
体
、
財
産
に
対
す
る
危
険
の
あ
る
こ
と
、
二
公
務
員
の
方
で
た
や
す
く
そ
の
権
限
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
、
そ
の
権
限
行
使
が
危
険
回
避
に
と
っ
て
有
効
適
切
な
方
法
で
あ
る
こ
と
、
以
上
の
こ
と
が
、
具
体
的
に
認
め
ら
れ
る
の
に
、
な
お
公
務
員
が
裁
量
を
楯
に
権
限
を
行
使
し
な
い
と
き
、
そ
の
不
作
為
は
著
し
く
（”） 
〈ロ理性を欠くｊものとして問責されるのである」と整理した上、
（羽）
「わたくしは、この判例理論に賛成する」とするｊものがある。
ま
た
、
前
述
し
た
「
危
険
管
理
責
任
型
」
の
不
作
為
に
つ
い
て
の
判
決
例から、その違法判断につき次の四条件を最大公約数的にあげ
（羽）
る
ｊ
も
の
が
あ
る
。
｜
被
害
に
か
か
わ
る
被
侵
害
法
益
の
重
大
性
二
予
見
可
能
性
（
重
大
な
法
益
侵
害
の
危
険
が
切
迫
し
て
い
る
こ
と
を
現
に
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予
見
し
た
か
、
ま
た
は
容
易
に
予
見
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
た
こ
と
）
三
回
避
可
能
性
（
行
政
権
限
を
行
使
し
さ
え
す
れ
ば
、
い
と
も
容
易
に
結
果
の
発
生
を
防
止
す
る
こ
と
が
で
き
た
は
ず
で
あ
る
こ
と
）
四
期
待
可
能
性
（
社
会
通
念
上
、
行
政
権
限
の
行
使
を
期
待
し
信
頼
す
る
こ
と
がもっともだと思われる事情が存在すること）。この考え方の主
張者は、この四条件を危険管理責任型の不作為の「違法」性の
（釦）
要
件
で
あ
る
と
す
る
が
、
そ
れ
は
、
以
上
の
要
件
に
よ
っ
て
作
為
義
務
を
（、）
認めるということと同じであるから、ここで対比することが許
さ
れ
よ
う
。
こ
の
考
え
方
で
は
、
ま
ず
以
上
の
四
条
件
が
個
別
具
体
的
に
検討され、それぞれに類型化してその重要度（程度）を定め、
（亜）
最後には四つの要素が総合的に判断されることとなる。
以
上
に
作
為
義
務
の
有
無
に
つ
き
い
く
つ
か
の
判
断
基
準
が
主
張
さ
れ
て
い
る
の
を
ふ
た
。
結
局
、
い
ず
れ
に
し
て
も
、
単
に
自
由
裁
量
の
作
為
権限を有する場合であっても、作為義務を負う場合が認められ
ることがあるのにはかわりがない。また、公務員の不作為が違
法であっても、当該公務員の法的作為義務の違背が故意または
過失に基づかないときは国または地方公共団体は責任を負わな
いが、具体的な場合には、公務員に客観的に作為義務が認めら
れ
る
以
上
、
当
該
公
務
員
が
そ
の
義
務
に
違
反
し
て
作
為
に
出
な
か
っ
た
こ
と
は
、
と
り
も
な
お
さ
ず
、
当
該
公
務
員
の
過
失
で
あ
る
と
評
価
し
な
（鋼）
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
こ
で
、
違
法
駐
車
車
両
に
対
す
る
警
察
官
の
作
為
義
務
に
つ
い
て
は
以
下
の
よ
う
に
い
う
こ
と
が
許
さ
れ
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
ま
ず
、
警
察の特殊性が論じられることがある。そこでは、警察官は警察
法二条により他の公務員に比べて特に作為義務が認められる場・
（鋼）
〈ロが多いと主張される。次に、道交法五一条は「道路における
危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要な限度
において」と規定しているので、そのような場合でなければ移
動することは許されないことは明白である。つまり、違法駐車
一般についてこの義務が課されるわけではない点に注意を要す
る
。
最
後
に
、
交
通
事
故
を
防
止
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
守
ら
れ
る
法
益
が
生命、身体である点、警察官が権限を行使しさえすれば危険が
直ちに除去できる点、逆に道路を通行している歩行者や運転者
には、危険を回避することはできても、危険を除去することは
できない点が重要である。たとえば、先に述べた四条件にそっ
て
述
べ
れ
ば
、
法
益
条
件
と
し
て
は
最
重
要
の
生
命
・
身
体
が
問
題
と
さ
（弱）
れており、予見条件としては危険が現に予見されており、回避
（錨）
条件としては回避が容易な場〈ロに当たり、期待可能性条件とし
て
は
、
以
上
の
三
条
件
の
状
況
か
ら
か
な
り
高
い
と
い
え
る
の
で
は
な
い
だろうか。従って、道交法五一条の「道路における危険」が存
在
す
る
よ
う
な
場
合
に
は
、
馨
察
官
は
作
為
権
限
を
有
す
る
と
同
時
に
作
為義務を負うことになると解することができよう。具体的に、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
違
法
駐
車
車
両
に
よ
る
「
道
路
に
お
け
る
危
険
」
が
存在するかは以下のように考える。私は、本稿二で考察した違
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なお、さらに検討すべき問題として「反射的利益」論がある。
す
な
わ
ち
、
仮
に
行
政
が
取
締
り
の
義
務
を
負
う
と
し
て
も
、
そ
れ
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
利
益
は
反
射
的
な
も
の
で
あ
っ
て
、
損
害
賠
償
の
対
象
た
る
（幻）
法
的
利
益
で
は
な
い
、
と
い
う
議
論
で
あ
る
。
し
か
し
、
反
対
論
も
根
強
いものの、「反射的利益」はそもそも抗告訴訟上の概念であって、
損
害
賠
償
請
求
権
の
有
無
を
判
断
す
る
た
め
の
概
念
で
は
な
い
と
も
（犯）
い
輿
え
、
損
害
賠
償
訴
訟
た
る
国
家
賠
償
訴
訟
で
は
「
反
射
的
利
益
」
論
は
法駐停車車両の運転者の責任が認められる場合には、「道路にお
け
る
危
険
」
が
存
在
す
る
と
し
て
よ
い
と
思
う
。
そ
し
て
、
警
察
官
の
作
為
義
務
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
に
考
え
る
。
ま
ず
、
警
察
官
は
、
警
察
法
二
条
、
警
察
官
職
務
執
行
法
四
条
一
項
に
よ
り
、
一
般
的
に
、
危
険
な
違
法
駐
車
の
取
締
り
に
つ
き
適
切
な
管
理
体
制
を
と
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
。
他
方
、
運
転
者
に
事
故
の
予
見
義
務
が
課
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
は
、
適
切
な
管
理
体
制
を
と
っ
て
い
る
警
察
官
も
事
故
を
予
見
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
場
合
に
回
避
義
務
が
生
じ
る
。
こ
の
よ
う
な
場
合
に
排
除
さ
れ
な
か
っ
た
違
法
駐
車
車
両
が
原
因
と
な
っ
て
交
通
事
故
が
生
ず
れ
ば
、
国
家
賠
償
法
一
条
に
よ
る
女
任
が
生
ず
る
。
た
だ
し
、
回
避
義
務
を
果
た
す
の
が
不
可
能
な
場
合
に
は
、
回
避
義
務
違
反
は
な
い
の
で
、
そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
責
任
を
負
わ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
場
合
と
し
て
は
、
四
で
検
討
す
る
道
路
管
理
者
の
武
任
の
「
不
可
抗
力
」
に
つ
い
て
の
議
論
が
参
考
と
な
ろ
う
。
そ
こ
で
の
議
論
は
、
警
察
官
の
責
任
に
も
そ
の
ま
ま
一正
（
１
）
警
察
官
又
は
道
交
法
二
四
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
交
通
巡
視員（道交法六条一項）。
（
２
）
当
該
車
両
の
運
転
者
そ
の
他
当
該
車
両
の
管
理
に
つ
い
て
尚
任
の
ある者（道交法五一条一項）。
（３）①最三小判昭和五七年一月一九日民集一一一六巻一号一九
頁
。
評
釈
等
と
し
て
、
石
川
達
鉱
「
判
批
」
法
律
の
ひ
ろ
ぱ
三
五
巻
五号三一頁（昭和五七年）、大村敦志「判批」法協一○○巻
一
○
号
一
九
三
五
頁
（
昭
和
五
八
年
）
、
東
條
武
治
「
判
批
」
ジ
ュ
リ
七九二号四○頁（昭和五八年）、芝池義一「判批」民商八八
巻六号八一一三頁（昭和五八年）、近藤昭一一一「判批」判評二九
二号一一一五頁（昭和五八年）、塩崎勤「判批」曹時一一一七巻一○
問題とならず、正面からある利益が損害賠償の対象となる利益
か
否
か
が
個
々
的
に
問
題
と
さ
れ
れ
ば
足
り
る
と
い
え
る
の
で
は
な
（鋼）
いか。それ
で
は
具
体
的
に
誰
が
責
任
を
負
う
こ
と
と
な
ろ
う
か
。
警
察
職
員
（、）
に
関
し
て
国
賠
法
一
条
の
責
任
を
負
う
者
に
つ
い
て
は
最
吉
向
裁
判
決
が
あ
り
、
そ
れ
は
原
則
と
し
て
都
道
府
県
で
あ
り
、
国
は
原
則
と
し
て
そ
の
責
め
を
負
わ
な
い
と
判
断
さ
れ
て
い
る
。
本
稿
の
場
合
も
原
則
に
も
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
警
察
官
の
不
作
為
に
よ
っ
て
国
賠
法
一
条
の
女
任
が
生
じ
た
場
合
に
、
そ
の
世
任
を
負
う
の
は
都
道
府
県
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
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号二八一四頁（昭和六○年）等がある。②最二小判昭和五
九年三月二一一一日民集一一一八巻五号四七五頁。評釈等として、
塩崎勤「判批」ジュリ八一六号六一頁（昭和五九年）、白井
皓喜「判批」判例地方自治七号一一七頁（昭和五九年）、はや
ししうぞう「判批」時の法令一一一一五号五三頁（昭和五九
年）、芝池義一「判批」判評三一一号一四頁（昭和六○年）、
川上宏二郎「判批」ジュリ八三八号一一一六頁（昭和六○年）、
原田尚彦「判批」民商九一一巻三号一一一九○頁（昭和六○年）
等
が
あ
り
、
原
審
の
評
釈
と
し
て
、
田
上
富
信
「
判
批
」
判
評
二
七
○号一八頁（昭和五五年）等がある。
（４）なお、その他に、警察官の取締りが問題となった最高裁
判例として、最一小判昭和六一年二月二七日民集四○巻一
号一二四頁（いわゆる「・ハトカー追跡事件」）がある。しか
し
、
こ
れ
は
、
不
作
為
が
問
題
と
な
っ
た
事
例
で
は
な
い
の
で
、
本
稿では取り扱わない。この判例の評釈等として、加藤和夫
「判批」ジュリ八六一一一八六頁（昭和六一年）、遠藤博也「判
批」判評一一一四四号二二頁（昭和六一年）、古崎慶長「判批」
判例地方自治二○号八一一一頁（昭和六一年）、吉村良一「判批」
民商九五巻六号八八一頁（昭和六二年）、高木光「判批」法
教八一一一号一一○頁（昭和六二年）、阿部泰隆「判批」法セー一一
八七号一一八頁（昭和六二年）、高木光「判批」ジュリ八八
七頁一一一二頁（昭和六二年）、大沼洋一「判批」判夕六五四号
一六頁（昭和六三年）等がある。この判決に関する新しい
論稿として、高木光「国家賠償における『行為規範」と『行
為不法論』」石田・西原・高木三先生還暦記念論文集刊行委
員会編「損害賠償法の課題と展望（石田・西原・高木還暦
（中））」（平成一一年。日本評論社）’三七頁以下参照。また、
原審に関連して、矢代隆義「国家賠償法の脱違法化と公務
執行の適法性」判夕四二六号四四頁（昭和五六年）参照。
さらに、野犬等の被害について地方自治体の責任が問題と
なることがあるが、この問題については最高裁判決はない。
詳しくは、伊藤高義Ⅱ中舎窕樹『自治体私法」（平成二年・
学陽書房）一○一頁以下、一○八頁以下の判例表参照。
（５）これらの判例の中で、後に述べる「反射的利益論」「裁量
収縮論」がどのような評価を受けているかについては、行
政
法
学
者
の
中
で
も
見
解
が
分
か
れ
る
。
私
は
こ
こ
で
こ
れ
ら
の
判
例の評価について詳しく立ち入る余裕がないので、一応、
条
文
上
権
限
が
認
め
ら
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
場
合
に
も
、
権
限
行
使の義務が生ずる場合があることを最高裁判例が認めてい
る
点
を
確
認
し
て
、
先
に
す
す
ふ
た
い
。
詳
し
く
は
注
（
３
）
に
揚
げたそれぞれの判例評釈等を参照。
（
６
）
国
賠
法
の
要
件
事
実
に
つ
い
て
は
、
仙
田
富
士
夫
「
国
家
賠
償
請
求訴訟と要件事実」鈴木忠一ほか監修『新・実務民事訴訟
講座６」（昭和五八年・日本評論社）一七頁参照。なお、伊
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藤螢子「国家賠償責任の要件としての、行為の違法性と行
為者の故意・過失および両者の関係について」訟月一九巻
八号一四七頁以下（昭和四八年）参照。違法性については、
古
賀
寛
「
国
家
賠
償
法
に
お
け
る
違
法
性
」
判
タ
六
○
○
号
二
一
一
頁
以下（昭和六一年）参照。
（
７
）
稲
葉
馨
「
公
権
力
の
行
使
に
か
か
わ
る
賠
償
責
任
」
雄
川
一
郎
ほ
か編『現代行政法大系６』（昭和五八年・有斐閣）二四頁以
下
、
特
に
二
六
頁
以
下
。
比
較
的
新
し
い
も
の
と
し
て
、
阿
部
泰
隆
『国家補償法』（昭和六三年・有斐閣）七四頁以下。
（８）なお、雄川一郎「行政上の損害賠償」田中二郎ほか編『行
政
法
講
座
３
』
（
昭
和
四
○
年
・
有
斐
閣
）
二
頁
。
「
公
権
力
の
行
使
」
に
つ
い
て
詳
し
く
は
、
村
上
義
弘
「
公
権
力
の
行
使
」
有
泉
亨
ほか編『現代損害賠償法講座６」（昭和四九年・日本評論社）
二五五頁以下参照。
（９）今村成和『国家補償法」（昭和三一一年・有斐閣）’一八頁、
白
井
皓
喜
「
国
の
不
作
為
と
国
家
賠
償
責
任
」
自
治
研
究
五
四
巻
九
号二七頁以下（昭和五一一一年）、稲葉馨・前掲注（７）一一一○頁、
最一一一判昭和四六年一一月一一一○日民集二五巻八号一一一一八九
頁
、
三
橋
良
士
明
「
不
作
為
に
か
か
わ
る
賠
償
責
任
」
雄
川
一
郎
ほ
か
編
・
前
掲
注
（
７
）
’
五
一
頁
参
照
。
た
だ
し
、
不
作
為
は
作
為
に
比
べ
て
そ
の
侵
害
行
為
の
態
様
・
程
度
は
一
般
に
低
い
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
公
務
員
の
不
作
為
が
違
法
で
あ
る
た
め
に
は
、
作
為
に
比べて被侵害利益が重大なものでなければならない（村重
慶一「国家賠償法における不作為の作為義務」司法研修所
創立五十五周年記念論文集上（昭和三七年）一○一頁）。な
お
、
民
法
上
の
不
法
行
為
に
つ
い
て
も
同
様
に
不
作
為
に
よ
る
不
法
行為が考えられる。加藤一郎編「注釈民法（岨こ（昭和四
○年・有斐閣）三五頁以下（加藤一郎執筆）、加藤一郎『不
法行為（増補版）」（昭和四九年・有斐閣）一一一一三頁、村重
慶一・前掲本庄九九頁、伊藤進Ⅱ織田博子「不作為不法行
為
序
説
と
判
例
の
整
理
」
ロ
ー
・
ス
ク
ー
ル
五
二
号
四
頁
以
下
（
昭
和五八年）、円谷峻「不作為不法行為と過失」ロー・スクー
ル
五
二
号
一
九
頁
以
下
（
昭
和
五
八
年
）
、
中
井
美
雄
「
不
作
為
不
法
行
為
と
違
法
性
論
」
ロ
ー
・
ス
ク
ー
ル
五
二
号
二
七
頁
（
昭
和
五
八
年
）
参
照
。
な
お
、
山
田
卓
生
「
作
為
義
務
を
め
ぐ
っ
て
」
判
夕
四
一一一八号三九頁以下（昭和五六年）、沢井裕「規制権限不発動
と
国
の
責
任
」
法
時
五
七
巻
九
号
八
頁
以
下
（
昭
和
六
○
年
）
も
参
照。
（
Ⅲ
）
行
政
事
件
訴
訟
に
つ
い
て
、
加
藤
泰
守
「
行
政
庁
の
不
作
為
に
対
する救済」田中二郎ほか編『行政法講座３」（昭和四○年・
有斐閣）一三○頁以下、古崎慶長『国家賠償法』（昭和四六
年・有斐閣）。
（
ｕ
）
古
崎
慶
長
「
公
務
員
の
不
作
為
と
国
家
賠
償
一
条
の
寅
任
」
民
商
七
八
巻
臨
時
増
刊
号
『
法
と
権
利
４
」
一
一
○
八
頁
以
下
（
昭
和
五
三
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。
な
お
、
古
崎
判
事
は
、
公
務
員
の
不
作
為
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
別
に
「
立
法
の
不
作
為
」
「
行
政
の
不
作
為
」
「
司
法
の
不
作
為
」
と
い
う
分
類
も
さ
れ
る
（
古
崎
慶
長
「
最
近
に
お
け
る
国
家
賠
償
法
の
裁
判
例
の
動
向
に
つ
い
て
」
公
法
研
究
四
二
号
一
九
二
頁
以
下（昭和五五年））。
（
、
）
遠
藤
博
也
『
国
家
補
償
法
（
上
逗
（
昭
和
五
六
年
・
青
林
書
院
新
社）三七八頁。
（昭）阿部教授は遠藤教授いうところの「危険管理責任」を「行
政
の
危
険
防
止
責
任
」
と
名
づ
け
て
お
ら
れ
る
。
阿
部
泰
隆
・
前
掲
注
（
７
）
’
八
○
頁
参
照
。
な
お
、
阿
部
泰
隆
「
行
政
の
危
険
防
止
責任その後（一）（一一）（一一一。完）」判評二六九号一一頁以下、
二七○号一一頁以下、一一七一頁以下二頁以下（昭和五六年）
も参照。
（
ｕ
）
仙
田
富
士
夫
・
前
掲
注
（
６
）
二
○
頁
、
村
重
慶
一
「
公
権
力
の
不行使と国家賠償」民研二一八号六頁（昭和五○年）参照。
（
咀
）
田
中
二
郎
『
新
版
行
政
法
上
巻
全
訂
第
二
版
』
（
昭
和
四
九
年
。
弘
文
堂
）
二
七
頁
、
原
田
尚
彦
『
行
政
法
要
論
改
訂
増
補
版
」
（
昭
和
五六年・学陽書一男）九八頁、三橋良士明。前掲注（９）一
六五頁。
（
蛆
）
な
お
、
行
政
訴
訟
と
民
事
訴
訟
の
違
い
に
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
遠
藤
博
也
「
行
政
法
に
お
け
る
法
の
多
元
的
構
造
に
つ
い
て
」
雄
川
一郎ほか編『公法の課題（田中追悼）」（昭和六○年・・有斐
閣）七七頁、西埜章『国家賠償女任と違法性』（昭和六二年・
一粒社）四九頁以下、高木光「国家賠償における「行為規
範」と『行為不法論』」前掲注（４）一五二頁以下参照。
（
Ⅳ
）
村
重
慶
一
・
前
掲
注
（
ｕ
）
六
頁
。
（
蛆
）
原
田
尚
彦
「
行
政
の
介
入
義
務
と
行
政
訴
訟
ｌ
オ
ポ
チ
ニ
一
一
｜
ア
ー
ｌ
ブ
リ
ソ
チ
イ
プ
と
関
連
し
て
ｌ
」
判
夕
三
○
四
号
八
頁
（昭和四九年）。
（四）同前。
（
別
）
原
田
尚
彦
・
前
掲
注
（
肥
）
九
八
頁
以
下
。
な
お
、
同
「
行
政
の
不
作
為
と
国
家
賠
償
」
法
教
（
第
二
期
）
六
号
一
九
三
頁
（
昭
和
四
九
年
）
、
同
「
判
批
」
判
タ
三
一
○
号
一
○
四
頁
（
昭
和
四
九
年
）
、
同
「
裁
止
権
収
縮
論
」
法
教
五
四
号
七
○
頁
（
昭
和
六
○
年
）
参
照
。
さ
ら
に
、
磯
部
力
「
判
批
」
判
評
一
九
一
号
一
八
頁
（
昭
和
五
○
年
）
参照。なお、森田寛二「行政裁量論と解釈作法（上）（下と
判評一一一二七号二頁以下、一一一二八号一四頁以下（昭和六一年）、
同
「
裁
雌
零
収
縮
論
と
〃
結
合
空
間
の
費
消
的
否
定
論
〃
」
菅
野
喜
八
郎ほか編集代表「憲法と行政法」（昭和六二年・良書普及会）
七八九頁以下も参照。
（
Ⅲ
）
原
田
尚
彦
・
前
掲
注
（
肥
）
九
八
頁
。
（
皿
）
下
山
瑛
二
「
食
品
・
薬
品
公
害
と
国
の
宜
任
」
法
時
五
○
巻
五
号
一四頁以下（昭和五三年）。
（羽）１最三判昭和四六年一一月一一一○日前掲注（９）、２大阪地
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（皿）村重慶一・前掲注（ｕ）一七頁。
（妬）１福岡地小倉支判昭和三五年一一月一九日訟月六巻五号八
判昭和四九年四月一九日下民集一一五巻一Ⅱ四号三一五頁
（判時七四○号一一一頁）、３高知地判昭和四九年五月一一一一一日下
民集一一五巻五Ⅱ八号五九頁（判時七四二号一一一○頁）、４束京
地判昭和四九年一二月一八日判時七六六号七六頁、５束京
地判昭和四○年一二月二四日下民集一六巻一一一号一八一四
頁、６束京高判昭和四二年一○月一一六日高民集二○巻五号
四五八頁（５の控訴審判決）。なお、これらの判決には前述
した古崎判事の分類によるところの第二、第一一一類型のもの
が
含
ま
れ
て
い
る
。
巻一○号一一一一一一五頁、４束京地判昭和四○年一一一月二四日
前掲注（羽）、５東京高判昭和四二年一○月二六日前掲注
（羽）（４の控訴審判決）、６東京地八王子支判昭和四一一年
五月一一一○日訟月一三巻七号八五一一一頁、７最一一一判昭和四六年
一一月三○日前掲注（９）、８大阪地判昭和四九年四月一九
日前掲注（羽）、９高知地判昭和四九年五月一一一一一日下民集
五巻五Ⅱ八号五九頁、Ⅲ宇都宮地足利支判昭和五○年一
月二一一一日判時八一一号二九頁、ｕ千葉地判昭和五○年一
一一一七一頁、２大阪地判昭和一一一七年一二月二五日判時一一一一一一○
号三一一一頁、３横浜地判昭和一一一八年一○月一一一○日下民集一四
ハ
一
頁
、
福
岡
高
判
昭
和
三
六
年
月
七
日
訟
月
七
巻
号
（
Ⅳ
）
古
崎
慶
長
（妬）前掲注（９）参照。
（弧）村重慶一。前掲注（９）一○五頁、同。前掲注（ｕ）’
八頁。なお、「消極行政・積極行政」という観点、あるいは、
「補足性」の観点からの批判に対する反批判ついては、原
田尚彦『行政寅任と国民の権利」（昭和五四年・弘文堂）九
（
皿
）
近
年
、
過
失
を
主
観
的
要
件
と
解
す
る
説
に
あ
っ
て
も
、
過
失
の
客観化を認めざるをえぬ傾向にある。作為義務と注意義務
に関しては、三橋良士明・前掲注（９）一七四頁。
（胡）遠藤博也・前掲注（羽）四六九頁。
（鍋）古崎慶長・前掲注（ｕ）『法と権利４』二○九頁。なお、
（釦）同前四六五頁。
（羽）遠藤博也「危険管理責任における不作為の違法要件の検
討」北法三六巻一Ⅱ一一号四六一一一頁以下（昭和六○年）。
（肥）同前。
三頁以下参照。
（妬）たとえば、宮越極「道路交通法の一部を改正する法律に
ついて（上）」警察学論集四三巻九号四一頁では、「例えば、
駐車車両衝突死亡事故件数をふると、平成元年は一一四八件
村
重
慶
月一一五日判時八一一七号九○頁、、東京高判昭和五一年四月
八
日
判
時
八・前掲注（ｕ）
別掲注（ｕ）「法と権利４』
台万四九頁。八頁。
五頁。
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で
、
近
年
に
お
け
る
交
通
事
故
死
者
数
の
最
少
の
年
で
あ
る
昭
和
五
四年の一一六件の二・一倍となっており、平成元年の死亡
事
故
総
件
数
が
一
万
五
七
○
件
で
、
昭
和
五
四
年
の
八
○
四
八
件
の
一・一一一一倍となっているのに比べ、著しい伸びを示してい
る
。
ま
た
、
駐
車
車
両
衝
突
事
故
と
駐
車
車
両
の
直
前
直
後
の
横
断
事故による死傷者数は、平成元年中に一万四七三人にも上
り
、
う
ち
三
六
七
人
が
死
亡
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
」
と
い
う
紹
介
を
さ
れ
、
東
川
一
「
自
動
車
の
保
管
場
所
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
の一部改正について（一）」警察学論集四一一一巻一○号三七頁
は
、
「
例
え
ば
、
駐
車
車
両
へ
の
衝
突
に
よ
る
死
亡
事
故
件
数
は
、
平
成
元
年
に
は
二
一
四
件
に
及
ん
で
お
り
、
交
通
事
故
死
者
数
が
最
低
で
あ
っ
た
昭
和
五
四
年
の
一
一
四
件
に
比
し
て
、
二
倍
強
の
伸
び
と
なっている」（数字の違いは統計のとり方の違いか？）とい
う
紹
介
を
さ
れ
る
。
宮
越
氏
は
警
察
庁
交
通
指
導
課
理
事
官
、
東
川
氏
は
警
察
庁
交
通
規
制
課
理
事
官
で
あ
る
。
警
察
内
部
で
も
危
険
な
駐
車
が
存
在
す
る
こ
と
は
抽
象
的
に
は
十
分
予
見
さ
れ
て
い
る
。
あ
と
は
具
体
的
予
見
可
能
性
が
不
可
抗
力
と
の
関
係
で
問
題
と
な
る
の
みである。
（
鉛
）
現
在
の
状
況
か
ら
み
て
、
全
て
の
危
険
な
違
法
駐
車
を
直
ち
に
排
除
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
こ
と
は
私
も
認
め
る
。
し
か
し
、
ま
ず
、
巡
回
を
多
く
し
、
標
章
を
効
果
的
に
使
用
し
て
危
険
な
違
法
駐
車
を
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
か
ら
は
じ
め
、
既
に
な
さ
れ
て
い
る
危
険
な
違
法
駐
車
は
、
排
除
で
き
れ
ば
排
除
し
、
そ
れ
が
困
難
で
あ
る
な
ら
ば
、
ス
ピ
ー
カ
ー
に
よ
る
警
告
、
標
章
貼
付
に
よ
っ
て
早
期
の
移
動
を
促
す
こ
と
は
可
能
で
あ
ろ
う
。
そ
の
意
味
で
、
交
通
指
導
員
を
使
う
東
京
都
武
蔵
野
市
の
「
違
法
駐
車
防
止
条
例
」
は
参
考
と
な
る
の
で
は
な
い
か
。
な
お
、
阿
部
泰
隆
「
駐
車
違
反
対
策
と
道
交
法
・
車
庫
法
の
改
正
（
上
）
（
下
）
」
ジ
ュ
リ
九
六
二
号
一
○
七
頁
以下、九六一一一号一○二頁以下（平成二年）（なお、阿部泰隆
「駐車違反運転者の捕まえ方」法セ四二九号七○頁以下（平
成
二
年
）
も
参
照
）
の
現
状
認
識
及
び
対
策
に
は
共
感
す
る
と
こ
ろ
が
多
い
。
こ
れ
ら
の
考
え
方
は
、
違
法
駐
車
管
理
の
方
法
と
し
て
十
分
実
現
可
能
性
が
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
（
師
）
宮
崎
清
文
「
警
察
と
国
家
賠
償
請
求
事
件
」
警
察
研
究
二
七
巻
五
号
一
七
頁
（
昭
和
三
一
年
）
。
た
と
え
ば
、
薬
害
に
つ
い
て
の
国
の
主
張及び前橋地判昭五四年八月二一日判時九五○号一一一一四頁
以
下
、
吉
戎
修
一
「
薬
害
と
国
家
賠
償
」
行
政
判
例
研
究
会
編
『
行
政
関
係
判
例
解
説
昭
和
五
三
年
』
（
昭
和
五
四
年
・
ぎ
よ
う
せ
い
）
七
○
二
頁
等
参
照
。
こ
の
こ
と
に
触
れ
る
も
の
と
し
て
、
原
田
尚
彦
「
薬
害と国の責任」判時八九九号二一一頁（昭和五一一一年）、阿部泰
隆「行政の危険防止責任」判評二一一一二号一八頁（昭和五一一一
年）。近時のものとして稲葉馨「国賠訴訟における『反射的
利
益
論
芒
菅
野
喜
八
郎
ほ
か
編
集
代
表
『
憲
法
と
行
政
法
（
小
嶋
退
職）』（昭和六二年・良書普及会）五九七頁以下等参照。
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（１） 
違法駐車車両をめ〈、る道路管理者の民事責任については、故
障
車
で
あ
る
と
い
う
限
定
つ
き
で
は
あ
る
が
、
前
提
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
（２） 
な
い
最
一
局
裁
判
決
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
判
決
を
こ
こ
で
概
観
し
、
国
家賠償法二条と違法駐車車両の関係を論ずる指針としたい。
［事実］’昭（一審被告、二審以降争わず）は、国道にお
い
て
大
型
貨
物
自
動
車
を
運
転
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
事
故
を
起
こ
し
運
転
不
能
と
な
っ
た
の
で
、
道
路
（
幅
員
七
・
五
メ
ー
ト
ル
、
歩
車
道
の
区
別
（
釣
）
佐
藤
英
善
「
食
品
・
薬
品
公
害
を
め
ぐ
る
国
の
責
任
（
一
）
」
法
時
五
一
巻
四
号
七
二
頁
以
下
（
昭
和
五
四
年
）
、
森
島
昭
夫
「
ス
モ
ン
訴
訟判決の総合的検討（五）」ジュリ七四五号一二八頁以下（昭
和
五
六
年
）
、
遠
藤
博
也
・
前
掲
注
（
羽
）
四
六
一
頁
以
下
。
（蛆）量一一一昭和五四年七月一○日民集三一一一巻五号四八一頁。そ
の他、下級審判決については、下山瑛二「国家賠償法一一一条
一
項
の
費
用
負
担
者
の
損
害
賠
償
責
任
」
鈴
木
忠
一
ほ
か
監
修
『
新
・
実務民事訴訟講座６』（昭和五八年・日本評論社）二○五頁
（
胡
）
下
山
瑛
四
道
路
管
理
者
の
責
任
Ｉ
国
家
賠
償
法
二
条
の
責
任
Ｉ
以下参照。
頁（昭和五三年）。
「薬害訴訟における国の責任」判評二一一二号一一一
の
な
い
舗
装
道
路
）
に
駐
車
し
、
放
置
し
た
。
二
そ
れ
よ
り
約
八
七
時
間
後
、
訴
外
Ａ
は
原
動
機
付
自
転
車
で
時
速
約
六
○
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
走
行
中
、
前
記
大
型
貨
物
自
動
車
に
激
突
し
、
即
死
し
た
。
三
本
件
国道は県下で二番目に交通量が多く、定期パス路線にもなって
い
る
。
四
本
件
国
道
の
当
該
部
分
は
県
知
事
が
国
の
委
任
事
務
と
し
てその管理寅任を負い、管理に要する費用は全額砥県（被告・
被
控
訴
人
・
上
告
人
）
が
負
担
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
た
が
、
当
時
は
管
理
す
べ
き
出
張
所
に
は
．
〈
ト
ロ
ー
ル
車
の
配
樹
が
な
く
、
物
件
放
枇
の
有
無
等
を
含
め
て
随
時
巡
視
す
る
だ
け
で
、
常
時
巡
視
は
し
て
お
ら
ず
宛
本
件
事
故
が
発
生
す
る
ま
で
、
故
障
し
た
大
型
貨
物
自
動
車
が
道
路
上
に
長
時間放悩されたままであった。Ａの父母孔班は、Ⅵおよびその
使用者Ⅵ（一審被告、二審以降争わず）に対して民法七○九条、
七
一
五
条
に
よ
り
、
子
伽
的
に
自
賠
法
三
条
に
よ
り
、
損
害
賠
償
の
請
求
をし、昭に対して国賠法二条により損害賠償の請求をした。
一審は昭珀に対する請求を一部認容し、凶に対する請求を棄
却した（昭阻に対しては確定）。Ｘらが凶に対して控訴したとこ
ろ、一一審は、国賠法二条の道路の瑠疵を認め、砥に対する請求
を一部認容した。脇が上告。
［上告理由］原判決では、道路管理者として故障車を排除す
る看視措騒が具体的に不明である。また、看視措傲をとるべき
者
が
県
な
の
か
警
察
な
の
か
不
明
で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
県
で
は
な
く
警
察
が
道
交
法
五
一
条
に
よ
り
故
障
車
の
駐
車
に
基
づ
く
危
険
の
排
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除
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。
結
局
原
審
は
道
交
法
に
基
づ
く
警
察
官
の
措
置
の不手際の問題を道路管理者たる県知事の道路管理の不手際の
問題と混同し、誤って国賠法二条を適用している。道路の管理
に
故
障
者
の
排
除
は
含
ま
れ
な
い
。
［判旨］「おもうに、道路管理者は、道路を常時良好な状態に
保
つ
よ
う
に
維
持
し
、
修
繕
し
、
も
っ
て
一
般
交
通
に
支
障
を
及
ぼ
さ
な
いように努める義務を負うところ（道路法四二条）、前記事実関
係
に
照
ら
す
と
、
同
国
道
の
本
件
事
故
現
場
付
近
は
、
幅
員
七
・
五
メ
ー
トルの道路中央線付近に故障した大型貨物自動車が八七時間に
わたって放置され、道路の安全性を著しく欠如する状態であっ
吟
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
当
時
そ
の
管
理
事
務
を
担
当
す
る
橋
本
土
木
出
張
所
は
、
道
路
を
常
時
巡
視
し
て
応
急
の
事
態
に
対
処
し
う
る
看
視
体
制
を
と
っ
て
い
な
か
っ
た
た
め
に
、
本
件
事
故
が
発
生
す
る
ま
で
右
事
故
が
道
路
上
に
長
時
間
放
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
す
ら
知
ら
ず
、
ま
し
て
故
障
車
の
あ
る
こ
と
を
知
ら
せ
る
た
め
バ
リ
ケ
ー
ド
を
設
け
る
と
か
、
道
路
の
片
側
部
分
を
一
時
通
行
止
め
に
す
る
な
ど
、
道
路
の
安
全
性
を
保
持
す
る
た
め
に
必
要
と
さ
れ
る
措
置
を
全
く
講
じ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
は
明
か
で
あ
る
か
ら
、
こ
の
よ
う
な
状
況
の
も
と
に
お
い
て
は
、
本
件
事
故
発
生
当
時
、
同
出
張
所
の
道
路
管
理
に
瑠
疵
が
あ
っ
た
と
い
う
の
ほ
か
な
く
、
し
て
ふ
ると、本件道路の管理費用を負担すべき上告人は、国家賠償法
一一条及び三条の規定に基づき、本件事故によって被上告人らの
被
っ
た
損
害
を
賠
償
す
る
責
に
任
ず
べ
き
で
あ
り
、
上
告
人
は
、
道
路
交
通
法
上
、
警
察
官
が
道
路
に
お
け
る
危
険
を
防
止
し
、
そ
の
他
交
通
の
安
全
と
円
滑
を
図
り
、
道
路
の
交
通
に
起
因
す
る
障
害
の
防
止
に
資
す
る
た
め
に
、
違
法
駐
車
に
対
し
て
駐
車
の
方
法
の
変
更
・
場
所
の
移
動
な
ど
の
規制を行うべきものとされていること（道路交通法一条、五一
条
）
を
理
由
に
、
前
記
損
害
賠
償
戊
任
を
免
れ
る
こ
と
は
で
き
な
い
も
の
と解するのが、相当である。」
以上のように本判決（以下、「本件判決」という）は、道路管
（３） 
理
者
が
道
路
法
四
二
条
に
よ
る
義
務
に
基
づ
い
て
国
賠
法
二
条
の
責
任
を
負
う
こ
と
が
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
そ
の
他
に
、
本
判
決
の
事
実
を
前
提
と
す
る
と
、
上
告
理
由
の
い
う
と
お
り
、
本
稿
三
で
ふ
た
警
察
官
の
故
障
車
排
除
の
虻
任
が
問
題
と
な
り
う
る
。
最
初
に
こ
の
二
つ
の
責
任
の関係を検討したい。
本
件
判
決
の
上
告
理
由
で
は
、
故
障
車
の
違
法
駐
車
車
両
の
排
除
の
問
題
は
道
交
法
に
基
づ
く
啓
察
官
等
の
措
悩
の
問
題
（
明
示
さ
れ
て
は
い
な
（４） 
いが、国賠法一条の問題）であって道路管理者の問題ではない、
と
い
う
主
張
が
な
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
最
高
裁
は
、
道
路
管
理者は道交法の規定があるからといって国賠法二条の損害賠償
責任を免れることはできない、と判断した。ここでは以下の問
題
が
検
討
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
違
法
駐
車
車
両
の
排
除という問題について、欝察の負うべき責任（国賠法一条）と
道
路
管
理
者
の
負
う
べ
き
責
任
（
国
賠
法
二
条
）
の
関
係
が
い
か
な
る
も
の
で
あ
る
か
、
と
い
う
問
題
で
あ
る
。
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さ
て
、
そ
も
そ
も
国
賠
法
一
条
と
二
条
の
一
般
的
関
係
加
何
が
問
題
と
（５） 
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
議
論
は
こ
こ
で
は
直
接
に
は
関
係
が
な
い
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
国
賠
法
一
条
と
二
条
の
関
係
が
一
般
的
に
論
じ
ら
れ
る
の
は
、
あ
る
主
体
の
一
条
に
基
づ
く
責
任
と
二
条
に
基
づ
く
責
任
が
競
合
す
る
場
合
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
本
稿
の
問
題
は
そ
も
そ
も
そ
れ
に
あ
た
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
両
責
任
が
競
合
し
て
い
る
事
例
で
は
な
い
。
た
と
え
ば
ｊ
本
件
判
決
に
お
い
て
、
国
賠
法
一
条
「
で
警
察
（
県
）
の
責
任
が
問
わ
れ
、
国
賠
法
二
条
で
県
知
事
（
県
）
の
責
任
が
問
わ
れ
た
と
し
て
も
、
そ
も
そ
も
国
賠
法
一
条
と
二
条
の
関
係
は
問
題
と
な
ら
な
い
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
責
任
主
体
は
一
つ
で
あ
る
が
、
責
任
根
拠
が
全
く
異
な
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
二
つ
は
警
察
の
監
督
者
・
費
用
負
担
者
と
し
て
、
一
つ
は
道
路
管
理
者
・
費
用
負
担
者
と
し
て
）
。
さ
ら
に
、
事
故
が
起
こ
っ
た
の
が
国
道
で
は
な
く
市
町
村
道
で
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、
そ
の
管
理
は
そ
の
路
線
の
存
す
る
市
町
村
が
行
う
（
道
路
法
一
五
条
。
同
法
一
七
条
も
参
照
）
の
で
あ
る
か
ら
、
二
条
の
責
任
を
負
う
の
は
市
町
村
だ
と
い
う
こ
と
に
な
る
が
、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
そ
も
そ
も
一
般
的
に
国
賠
法
一
条
と
二
条
の
関
係
卯
何
が
問
題
と
さ
れ
る
必
要
も
な
い
。
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
少
な
く
と
も
本
稿
が
主
題
と
す
る
警
察
と
道
路
管
理
者
の
責
任
に
関
し
て
は
、
同
一
主
体
が
国
賠
法
一
条
・
二
条
の
両
方
の
責
任
主
体
と
な
る
場
合
に
も
、
異
な
っ
た
主
体
が
そ
れ
ぞ
れ
の
責
任
を
負
う
場
合
に
も
、
同
様
に
、
そ
れ
ぞ
れ
別
々
に
要
件
・
効
果
を
検
討
す
れ
ば
足
り
る
。
条
文
に
即
し
て
考
え
て
も
、
一
元
化
さ
れ
る
可
能
性
が
否
（６） 
（７） 
定
し
き
れ
な
い
と
は
い
え
、
二
つ
の
条
文
の
要
件
事
実
は
異
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
二
つ
の
責
任
を
全
く
別
に
考
え
て
も
誤
り
で
は
な
い
と
（８） 
考隆えられる。結局、本件判決の事例は「一条と一一条の関係が不
（９） 
明
確
な
事
案
」
と
い
う
よ
り
は
む
し
ろ
「
道
路
管
理
権
と
交
通
瀞
察
権
の
（、）
境界線で起こった特殊な事件」であるがゆ塵えに道路管理権と交
通
警
察
権
の
関
係
が
不
明
確
な
の
で
あ
っ
て
、
そ
れ
に
伴
っ
て
、
両
者
の
権
限
に
付
随
し
て
生
じ
う
る
作
為
義
務
の
関
係
が
不
明
確
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
視
点
か
ら
こ
の
問
題
は
検
討
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
そ
Ｊ
も
そ
も
管
理
権
と
警
察
権
の
作
用
は
そ
れ
ぞ
れ
独
立
に
効
力
を
有
す
（ｕ） 
るｊものと解すべきであることが認められている。そして、国賠
法
二
条
の
責
任
が
道
路
そ
の
も
の
の
管
理
の
暇
疵
（
た
と
え
ば
道
路
の
穴
ポ
己
に
限
定
さ
れ
ず
、
道
路
上
の
障
害
物
の
管
理
の
暇
疵
に
ま
で
及
ぶ
（辺）
こ
と
は
、
現
在
で
は
異
論
が
な
い
の
で
、
道
路
管
理
者
は
道
路
上
に
障
害
物
が
あ
れ
ば
そ
れ
を
排
除
す
る
管
理
寅
任
を
負
う
。
他
方
で
、
こ
の
障
害
物
が
違
法
駐
車
車
両
で
あ
る
場
合
に
は
、
警
察
官
は
一
般
的
に
違
法
駐
車
車
両
に
対
し
て
こ
れ
を
取
り
締
ま
る
権
限
を
有
し
て
お
り
、
前
に
承
た
よ
（四）
う
に
、
こ
の
権
限
の
不
行
使
が
作
為
義
務
違
反
と
ふ
ら
れ
る
場
〈
ロ
に
は
、
警
察
官
は
違
法
駐
車
車
両
を
排
除
す
る
寅
任
を
負
う
。
そ
こ
で
は
結
局
、
違
法
駐
車
車
両
が
障
害
物
と
な
っ
て
い
る
場
合
に
、
霧
察
官
の
責
任
に
加
え
て
、
当
該
違
法
駐
車
車
両
が
道
路
管
理
者
の
排
除
す
べ
き
障
害
物
と
い
え
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
ま
ず
、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
、
国
賠
法
一
条
の
責
任
と
同
法
二
条
の
資
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存
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
く
、
両
者
の
（型）
問題は別問題であるとする考嵯え方がある。これに対して、本件
判
決
の
「
第
二
審
の
よ
う
に
、
違
法
駐
車
の
排
除
を
安
全
措
置
の
中
心
に
お
く
か
ぎ
り
、
や
は
り
そ
れ
は
警
察
の
作
用
で
あ
り
、
そ
れ
を
さ
ら
に
広
く
公
物
管
理
と
し
て
の
道
路
管
理
者
に
よ
る
道
路
管
理
の
中
に
包
摂
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
り
、
そ
の
点
に
関
す
る
か
ぎ
り
で
、
…
…
国
家
賠
償
法
（堰）。
｜条の問題であるとせざるを陰えないのではないかと思われる」
とする考え方もある。
こ
こ
で
は
、
結
局
、
障
害
物
が
違
法
駐
車
車
両
で
あ
る
場
合
に
、
警
察
官
が
そ
の
排
除
の
権
限
を
有
し
て
お
り
、
さ
ら
に
排
除
義
務
を
負
う
こ
と
が
あ
る
こ
と
を
、
国
賠
法
二
条
の
責
任
の
評
価
の
上
で
い
か
に
考
慮
す
る
か
が
問
題
で
あ
る
。
こ
の
問
題
に
と
っ
て
は
、
自
動
車
と
い
う
も
の
が
道
路
に
と
っ
て
特
殊
な
も
の
で
あ
る
こ
と
が
重
要
な
要
素
と
な
り
う
る
。
す
な
わ
ち
、
も
と
も
と
自
動
車
は
道
路
上
を
走
行
す
る
も
の
で
あ
り
、
走
行
（咽）
中に故障を起こせば路上に放置されることは一般に予想され、
（Ⅳ） 
また違法駐車車両が道路にあふれているのも事実である。そこ
で、本件判決の被告のように、自動車の特殊性を強調し他の障
害物とは区別して、道路上に第三者が駐車した車両の規制は道
交
法
に
よ
る
べ
き
で
あ
り
交
通
警
察
の
問
題
で
あ
っ
て
、
道
路
管
理
者
の
道路管理とは関係がないという主張がなされることになるので
ある。思うに、確かに違法駐車車両を排除する権限を第一に行使す
る
の
が
警
察
で
あ
る
こ
と
は
否
定
し
え
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
道
路
法
（
四
二
条
、
七
一
条
）
と
道
交
法
（
五
一
条
）
の
規
定
を
比
べ
て
ふ
れ
ば
、
警
察
官
の
方
が
格
段
に
権
限
を
行
使
し
や
す
い
と
考
え
ら
（出）
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
そ
う
だ
か
ら
と
い
っ
て
道
路
管
理
者
の
責
任
が
全
く
な
い
と
い
え
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
そ
も
そ
も
道
路
管
理
者
は
道
路
を
安
全
な
状
態
に
保
つ
よ
う
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
が
（
道
路
法
四
二
条
）
、
た
と
え
ば
、
土
砂
あ
る
い
は
岩
を
第
三
者
が
放
置
し
た
場
合
に
は
道
路
管
理
者
は
そ
れ
を
排
除
す
る
義
務
を
負
い
、
違
法
駐
車
車
両
を
第
三
者
が
放
置
し
た
場
合
に
は
、
放
置
さ
れ
た
物
が
自
動
車
だ
と
い
う
だ
け
の
理
由
で
道
路
管
理
者
が
何
ら
の
尚
任
を
負
わ
な
い
、
と
す
る
こ
と
が
は
た
し
て
妥
当
で
あ
ろ
う
か
。
以
上
の
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、
違
法
駐
車
車
両
の
事
例
で
も
そ
れ
が
障
害
物
で
あ
る
か
ぎ
り
、
そ
れ
を
排
除
し
な
か
っ
た
道
路
管
理
者
は
国
賠
法
二
条
の
責
任
を
負
う
と
す
る
の
が
妥
当
で（四）
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
従
来
の
学
説
・
判
例
の
立
場
か
ら
も
是
認
さ
れ
よ
う
。
な
お
、
念
の
た
め
付
言
す
れ
ば
、
本
件
判
決
で
は
故
障
車
の
違
法
駐
車
に
よ
る
放
悩
が
問
題
と
な
っ
た
。
そ
れ
に
対
し
て
本
稿
で
は
故
障
車
と
い
う
限
定
を
つ
け
ず
に
一
般
的
に
違
法
駐
車
を
扱
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
放
置
された車両が故障車か否かで国賠法二条の責任の有無に相違が
生
じ
う
る
か
否
か
を
検
討
す
る
こ
と
が
一
応
必
要
と
な
る
か
も
し
れ
な
い
。
こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
以
下
の
よ
う
に
考
え
る
。
す
な
わ
ち
、
故
障
車
で
あ
れ
、
そ
う
で
な
い
車
両
で
あ
れ
、
国
賠
法
二
条
の
道
路
管
理
の
瑠
疵
を
考
え
る
上
で
の
「
障
害
物
」
と
し
て
は
同
じ
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
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道路の障害を生じさせる原因として障害物の放置を考えるなら
ば、「この障害物は、道路の通行に支障をきたすものであれば何
（、）
でもよいとしなければならない」からである。そうだとすれば、
故
障
車
で
あ
る
か
否
か
に
か
か
わ
ら
ず
自
動
車
の
放
置
Ⅱ
障
害
物
の
放
置
に
よ
っ
て
危
険
が
生
じ
て
い
る
こ
と
に
は
か
わ
り
が
な
い
。
「
何
も
故
障
車
（、）
に限らず車一般が障害物になり得るのである」。
以
上
の
考
察
に
よ
っ
て
、
違
法
駐
車
車
両
が
放
置
さ
れ
て
い
る
場
合
に
、
そ
れ
に
よ
っ
て
道
路
の
管
理
に
瑠
疵
が
あ
る
と
ふ
ら
れ
る
な
ら
ば
、
道
路
管
理
者
が
そ
の
排
除
の
責
任
を
負
う
こ
と
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
そ
れ
で
は
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
場
合
に
責
任
が
生
ず
る
の
で
あ
ろ
うか。国賠
法
二
条
の
「
瑠
疵
」
の
内
容
に
つ
い
て
は
周
知
の
ご
と
く
「
客
観
説」「主観説」「折衷説」が対立し、「客観説」が通説であるとさ
（、）
れ
て
き
た
が
、
現
在
で
は
「
客
観
説
」
対
「
義
務
違
反
説
」
と
い
う
形
で
（頭）
議
論
が
展
開
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。
本
稿
で
は
こ
の
「
暇
疵
論
争
」
に
立
ち
入
る
つ
も
り
は
な
い
。
違
法
駐
車
車
両
が
放
枇
さ
れ
て
い
る
と
し
て
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
管
理
の
瑠
疵
が
認
め
ら
れ
る
か
が
明
ら
か
に
な
れ
ば
、
一
応
の
目
的
は
達
成
さ
れ
う
る
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
本
件
判
決
は
、
道
路
管
理
者
の
道
路
法
四
二
条
の
義
務
を
基
礎
と
し
て
、
「道路の安全性を著しく欠如する状態」があったにもかかわら
ず、適当な「看視体制」をとらず、「道路の安全性を保持するた
めに必要とされる措置を全く講じていな」いときには、「道路管
理に暇疵」があるという。これに即して整理してみれば、一
道路に安全でない（危険な）状態があること二管理者がそ
の状態を発見しうる看視体制をとっていなど」と、あるいは適
当な看視体制が採られていても、安全性を確保しなかったこと
の一一要件があれば、道路管理に暇疵があるといえよう。
｜の基準としては、ここでも本稿二で考察した違法駐車車両
運転者の責任が重要な位置をしめると思う。すなわち、違法駐
車車運転者の責任が認められるような場合には、道路に危険な
状態が存在するといえよう。たとえば、本件判決のように道路
（型）
の中央付近に大型トレーラーが駐車されている場合がある。
｜｜の基準は、遅滞なく危険の排除ができるような看視体制が
組織されていたか、その組織が十分に活用されて危険が排除さ
れ
た
か
、
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
道
路
管
理
者
の
免
責
事
由
と
し
て
不
可
抗
力
（
義
務
違
反
説
か
ら
い
え
ば
「
回
避
可
能
性
が
な
い
こ
と
」
）
が
考
え
ら
れ
る
だ
け
で
あ
る
。
こ
こ
で
車
両
の
放
置
時
間
の
問
題
が
一
の
問
題
な
の
か
、
こ
の
問
題
な
のか議論の余地があろう。まず本件判決の第一審は「故障車が
相当期間放置されることにより交通の危険の蓋然性が高まり、
管
理
者
に
お
い
て
右
事
実
を
知
り
、
又
は
知
り
得
べ
き
状
態
に
立
ち
至
り
ながらこれを排除しない場合には、……道路管理者の暇疵とい
（お）
うべきである」として、「相当期間放置」することが「交通の危
険の蓋然性」を高めるとする。これに対して第二審は「故障車
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が
…
…
路
上
に
長
時
間
（
本
件
事
故
発
生
ま
で
八
七
時
間
位
）
放
置
さ
れ
た
ま
ま
に
な
っ
て
い
た
こ
と
は
、
客
観
的
に
ゑ
て
著
し
い
交
通
の
障
害
で
（沁）
あり八一局度の危険性を有する」としている。最高裁も「大型貨
物
自
動
車
が
八
七
時
間
に
わ
た
っ
て
放
置
さ
れ
、
道
路
の
安
全
性
を
著
し
（”） 
く
欠
如
す
る
状
態
で
あ
っ
た
」
と
し
て
い
る
。
確
か
に
長
時
間
の
駐
車
車
両
の
放
置
が
交
通
の
危
険
性
を
高
め
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
長
時
間
で
あ
る
が
ゆ
え
に
危
険
な
の
で
は
決
し
て
な
い
。
被
害
者
か
ら
す
れ
ば
、
車
両
が
直
前
に
放
置
さ
れ
よ
う
と
八
七
時
間
放
置
さ
れ
よ
う
と
何
ら
変
わ
り
な
く
危
険
で
あ
る
。
時
間
的
な
問
題
は
不
可
抗
力
（
回
避
可
能
性
の
有
無
）
の
問
題
と
し
て
論
じ
（麺）
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
‐（”） 
不可抗力に関しては、リーディング・ケースといえる最一局裁
（弧）
判
決
が
あ
る
。
こ
の
判
決
で
は
、
道
路
の
安
全
性
に
欠
如
が
あ
っ
た
と
い
わ
ざ
る
を
え
な
い
場
合
で
も
、
時
間
的
に
道
路
を
安
全
良
好
な
状
態
に
保
つ
こ
と
が
不
可
能
で
あ
っ
た
場
合
に
は
、
道
路
管
理
に
暇
疵
は
な
か
っ
た
と
し
た
。
こ
の
事
例
で
は
、
一
審
、
二
審
を
通
じ
て
適
切
な
管
理
体
制
が
と
ら
れ
て
い
た
か
否
か
は
問
題
と
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
最
高
裁
も
そ
の
点
に
は
触
れ
て
い
な
い
が
、
私
は
、
不
可
抗
力
を
認
め
る
場
合
に
は
、
適
切
な
管
理
体
制
が
組
織
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
当
然
に
前
提
と
さ
れ
る
べ
き
だ
と
思
う
。
適
切
な
管
理
体
制
が
と
ら
れ
て
い
て
、
な
お
時
間
的
に
事
故
の
防
止
が
不
可
能
と
認
め
ら
れ
る
と
き
に
、
不
可
抗
力
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
不
可
抗
力
が
認
め
ら
れ
れ
ば
、
道
路
管
理
者
は
国
賠
法
二
条
》圧
（
１
）
阿
部
泰
隆
「
駐
車
違
反
対
策
と
道
交
法
・
車
庫
法
の
改
正
（
上
ヒ
ジュリ九六一一頁一○七頁（平成二年）によれば、「東京では、
路
上
の
シ
ャ
シ
ー
（
ト
レ
ー
ラ
ー
の
荷
台
部
分
）
に
激
突
死
し
た
者
の
遺
族
が
道
路
管
理
者
の
責
任
を
追
及
す
る
国
家
賠
償
訴
訟
を
提
起
している」そうであるが、残念ながら詳細を知ることがで
き
な
か
っ
た
。
（２）最一一一判昭和五○年七月二五日民集一一九巻六号一一三六
頁。この判決の評釈等として、古崎慶長「判批」判夕一一一三
二号一一四頁（昭和五一年）、浅野直人「判批」判評二○五
号二○頁（昭和五一年）、村上義弘「判批」民商七四巻三号
四六一頁（昭和五一年）、岩渕正紀「判批」法律のひろぱ二
九巻一号七六頁（昭和五一年）、斎藤次郎「判批」曹時二九
巻七号一二二九頁（昭和五一一年）（『最高裁判所判例解説民
事篇昭和五○年度』（昭和五四年・法曹界）一一一六六頁）、能
見善久「判批」法協九五巻一二号一九四二頁（昭和五一一一）
が
あ
る
。
本
判
決
の
原
審
判
決
の
も
の
と
し
て
、
下
山
瑛
二
「
判
批
」
判
評
一
六
七
号
二
七
頁
（
昭
和
四
六
年
）
が
あ
る
。
な
お
、
本
判
決
の
一
審
は
、
和
歌
山
地
妙
寺
支
判
昭
和
四
五
年
六
月
二
七
日
交
民
集
一一一巻三号九五四頁、二審は、大阪高判昭和四七年一一一月一一八
の責任を負わない。
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（
、
）
村
上
義
弘
・
前
掲
注
（
２
）
四
六
七
頁
。
（８）古崎慶長・前掲注（５）一
（
９
）
田
中
舘
照
橘
・
前
掲
注
（
４
）
（
７
）
国
賠
法
一
条
。
（
６
）
仙
田
富
士
夫
「
国
家
賠
償
請
求
訴
訟
と
要
件
事
実
」
鈴
木
忠
一
ほ
か
監
修
「
新
・
実
務
民
事
訴
訟
講
座
６
－
（
昭
和
五
八
年
・
日
本
評
論
舘
照
橘
「
各
国
の
国
家
補
償
法
の
歴
史
的
展
開
と
動
向
ｌ
日
本
」
西村宏一ほか編』『国家補償法大系１」（昭和六二年。日本
評論社）一九八頁。
（
５
）
雄
川
一
郎
「
行
政
上
の
損
害
賠
償
」
田
中
二
郎
ほ
か
編
「
行
政
法
（４）古崎慶長・前掲注（２）
（
３
）
村
上
義
弘
参照。 社ミーノ
償法」（昭和四六年・有斐閣）
四
六
七
頁
、
浅
野
直
人
・
前
掲
注
（
２
）
二
四
頁
、
斎
藤
次
郎
。
前
掲注（２）一二一一一六頁、遠藤博也『国家補償法（中）』（昭
和
五
八
年
・
青
林
書
院
新
社
）
五
七
三
頁
以
下
、
古
崎
慶
長
『
判
例
講
座
３
』
（
昭
和
四
○
年
・
有
斐
閣
）
営造物管理責任法』（昭和五○年・有斐閣）
と
法
』
（
昭
和
五
七
年
日高民集二五巻一号一四六頁である。
八頁。
別
掲
注
（
２
）
四
六
五
頁
参
照
。
条
の
要
件
事
実
に
つ
い
て
は
、
同
前
三
頁
以
下
粒社）五二頁。
八頁、村上義弘・前掲注（２）
九八頁。
七頁。 ｜頁
、
古
崎
慶
長
『
国
家
賠
ハ
頁
以
下
、
植
木
哲
『
災
害
八
九
頁
、
田
中
（〃）古崎慶長・前掲注（５）
（Ⅲ）同前。
（
岨
）
浅
野
直
人
・
前
掲
注
（
２
）
（
別
）
古
崎
慶
長
・
前
掲
注
（
２
）
（
肥
）
村
上
義
弘
・
前
掲
注
（
２
）
四
六
六
頁
。
（
Ⅳ
）
古
崎
慶
長
・
前
掲
注
（
２
）
（
咄
）
下
山
瑛
（妬）遠藤博也・前掲注（４）五七四頁。村上義弘・前掲注（２）
（囮）本稿三参照。
（ｕ）古崎慶長・前掲注（４）一八九頁、古崎慶長・前掲注（２）
一一八頁。同旨、斎藤次郎・前掲注（２）一二一一一五頁以下。
（、）最一一一判昭和一一一七年九月四日民集一六巻九号一八一一一四頁、
下山瑛二・前掲注（２）二八頁以下、能見善久・前掲注（２）
一九四七頁、斎藤次郎・前掲注（２）一一一三一一一頁以下参照。
なお、古崎慶長・前掲注（４）一八六頁以下、遠藤博也・
前掲注（４）五六五頁以下は、国賠法二条の責任につき「障
害物」という項目を設けて説明している。
（、）原龍之助『公物営造物法［新版屋（昭和四九年・有斐閣）
七六頁以下。
四六七頁参照。
七
頁
、
今
村
成
和
『
国
家
補
償
法
』
（
昭
和
五○頁。
別掲注（２）
九
頁
、
岩
渕
正
紀
・
前
掲
注
（
２
）
四頁参照。
八頁、雄川一郎・前掲注（５）
五頁。
ハ頁。
年・有斐閣）
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一一四頁、加藤一郎編『注釈民法（四塁（昭和四○年・有斐
閣）四一一○頁（乾昭三執筆）、下山瑛二「国家補償法」（昭
和四八年・筑摩書房）二四頁。
（羽）植木哲・前掲注（５）一頁以下参照。
（皿）ただし、私は、片側が一一車線、三車線の道路であっても、
一番左側の一車線が駐車車両で全く使えないような状態に
ある場合には、その車線（道路）が安全でない場合がある
と考えているのだが、実際の危険性との関係で困難な問題
があるようにも思う。
（妬）和歌山地妙寺支判昭和四五年六一一七日交民集三巻三号九
五四頁、九六三頁。
（妬）大阪高判昭和四七年一一一月二八日高民集一一五巻一号一四六
頁、一五三頁。
（〃）最三判昭和五○年七月二五日民集一一九巻六号一一一一一六
頁、一一三八頁。
（別）古崎慶長・前掲注（２）二六頁。
（羽）加藤一郎三不可抗力」について」法教一号四八頁以下（昭
和五五年）参照。
（釦）最一小判昭五○年六月二六日民集二九巻六号八五一頁。
五
お
わ
り
に
違法駐車の多さは目に余るものがあるが、即座に全ての違法
駐車車両を排除することは不可能であろう。したがって、中で
も交差点の中に堂々と駐車しているもの、二重、一一一重の駐車な
ど危険性の高いものからなくしていく必要がある。警察はそれ
らを重点的に取り締まる方針であるようだが、駐車車両に起因
する事故が増加していることは、警察や道路管理者のそれに対
する対応が遅れていることを示している。これに対しては何ら
かの形で運転者、警察官、道路管理者に違法駐車をしないよう
に、あるいは積極的に排除するように動機づけができないかと
考
え
、
本
稿
を
構
想
し
た
。
現在道路には自動車があふれている。本稿の理論を実践する
ときには、道路から排除された自動車の行き場にさしあたって
困ることになる。私は、原則的に駐車が禁止されている現在の
規制のあり方を再考し、駐車しても危険ではない道路上に相当
の数のパーキングメーター付きの駐車場を設ける方法が、臨時
の措置としては最適であると考える。これは現在行われつつあ
り、一定の成果を挙げていると思う。路上駐車は危険でない範
囲で合法化し、相当の対価を支払わなければならないとすれば
よいのである。最終的には、全自動車を収容可能な数の駐車場
が
設
け
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
ど
」
と
は
当
然
で
あ
り
、
駐
車
場
法
の
趣
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以
上
で
、
違
法
駐
車
車
両
を
め
ぐ
る
民
事
責
任
に
つ
い
て
の
私
の
問
題
提起をを終える。危険な違法駐車を減少させ、それによって生
ずる交通の危険を減少させることを主たる課題として本稿をす
す
め
た
が
、
そ
の
目
的
の
あ
ま
り
論
理
が
暖
昧
と
な
り
、
あ
る
い
は
飛
躍
最後になってしまったが、本稿では、ひとまず、本稿の問題
提
起
を
実
践
す
る
上
で
の
社
会
的
な
あ
つ
れ
き
、
コ
ス
ト
・
効
率
性
等
に
はいっさい触れておらず、考慮もしないこととした。今後はそ
れ
れ
ら
も
含
め
た
総
合
的
な
考
察
を
し
て
い
き
た
い
と
思
う
が
、
不
利
益
を被るべき者が不利益を被るとし、コストを負担すべき者がコ
ス
ト
を
負
担
す
る
と
し
た
場
合
に
、
そ
れ
が
正
し
い
な
ら
ば
、
私
は
、
そ
も
そ
も
反
論
が
あ
る
の
が
お
か
し
い
と
考
え
て
い
る
こ
と
を
つ
け
加
え
て
お
く
｡ 
旨
に
の
っ
と
っ
た
駐
車
上
の
整
備
が
早
期
に
実
現
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
も
と
も
と
車
庫
の
な
い
自
動
車
が
存
在
し
ていることについては、車庫法六条の保管場所標章が、実際に
（１） 
機
能
し
始
め
る
ま
で
に
一
○
年
ほ
ど
か
か
る
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、
現
在
自動車の登録・変更登録時にのみに要求されている「車庫証明」
を（車庫法四条一項）、現在登録されている車も含めて、自賠責
保
険
の
保
険
料
等
と
同
様
に
車
検
時
に
も
要
求
し
、
そ
の
時
点
以
降
、
標
章
の
提
示
を
義
務
づ
け
て
は
ど
う
か
と
考
え
て
い
る
。
こ
れ
な
ら
ば
、
法
の
施
行
か
ら
最
低
三
年
間
で
標
章
の
な
い
自
動
車
は
道
路
を
走
れ
な
く
な
る
。
》汪
（１）阿部泰隆「駐車違反対策と道交法・車庫法の改正（下ヒ
ジュリ九六一一一号一○七頁（平成二年）。
してしまった箇所もあるかもしれない。理論的な過ちは諸先生
方
の
叱
責
に
よ
っ
て
正
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
が
、
私
の
問
題
提
起
に
よ
っ
て
違
法
駐
車
を
め
ぐ
る
民
事
責
任
が
認
識
を
新
た
に
さ
れ
、
活
発
な
議
論
が
始
ま
れ
ば
、
本
稿
の
一
応
の
目
的
は
達
成
し
た
も
の
と
し
て
筆
を
お
き
た
い。
［付記］本稿は、「平成二年度文部省科学研究費補助金奨
励
研
究
（
Ａ
と
の
交
付
を
受
け
た
研
究
の
一
部
で
あ
る
。
〔平成一一一年三月脱稿〕
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